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特別企画―平成 23 年　労働経済の年間分析
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持
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直
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て
い
る
一
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経
済
）

　

我
が
国
経
済
は
、
二
〇
〇
九
年
三
月
を
景

気
の
谷
と
し
て
自
律
性
は
弱
い
な
が
ら
も
持

ち
直
し
て
い
た
が
、
二
〇
一
一
年
三
月
一
一

日
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
の
影
響
な
ど

に
よ
り
、
実
質
経
済
成
長
率
は
二
〇
一
一
年

一
～
三
月
期
、
四
～
六
月
期
と
前
期
比
で
減

少
が
続
い
た
。
第
１
図
に
よ
り
、
実
質
経
済

成
長
率
の
需
要
項
目
別
寄
与
度
を
み
る
と
、

二
〇
一
一
年
一
～
三
月
期
の
実
質
経
済
成
長

率
の
減
少
は
、
民
間
総
固
定
資
本
形
成
や
民

間
最
終
消
費
支
出
の
減
少
が
マ
イ
ナ
ス
に
寄

与
し
て
い
る
。
ま
た
、
四
～
六
月
期
は
、
輸

出
の
減
少
が
大
き
く
マ
イ
ナ
ス
に
寄
与
し
て

い
る
。
こ
れ
は
、
第
２
図
に
み
ら
れ
る
円
高

に
加
え
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
が
寸
断
さ
れ
た
結
果
、
生
産
が
減

少
し
た
こ
と
が
影
響
し
て
い
る
。
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
の
立
て
直
し
等
を
受
け
て
、
五
月

以
降
は
、
自
動
車
を
中
心
に
輸
出
は
上
向
き
、

こ
れ
に
伴
い
七
～
九
月
期
の
実
質
経
済
成
長

率
も
プ
ラ
ス
に
転
じ
た
。
ま
た
、
消
費
者
マ

イ
ン
ド
の
持
ち
直
し
に
よ
り
民
間
最
終
消
費

支
出
な
ど
の

プ
ラ
ス
の
寄

与
も
拡
大
し

た
。
輸
入
の

増
加
が
マ
イ

ナ
ス
の
寄
与

と
な
っ
て
い

る
が
、
こ
れ

は
原
子
力
発

電
所
の
稼
働

率
低
下
に
伴

う
液
化
天
然

ガ
ス
（
Ｌ
Ｎ

Ｇ
）
の
輸
入

が
増
加
し
て

い
る
こ
と
な

ど
が
影
響
し

て
い
る
。
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　我が国経済は、自律性は弱いながらも持ち直していた
が、東日本大震災の影響などにより、実質経済成長率は
2011 年に入り前期比で減少が続いたが緩やかに持ち直し
ている。
　雇用情勢は、完全失業率が 2009 年７月の 5.5％から
2011 年９月には 4.1％まで低下し、また有効求人倍率につ
いても 2009 年７～９月、11 月の 0.43 倍から 2011 年９月に
は 0.67 倍まで上昇し、持ち直しの動きが見られるものの、
長期失業者割合の高止まりや東日本大震災の影響もあり
依然として厳しい状況にある。
　賃金はリーマンショック以降の持ち直しの動きに足踏
みがみられ、労働時間についても 2011 年に入り、総実

労働時間は減少に転じている。
　年初に持ち直しの動きがみられた消費については、東
日本大震災の影響により大きく落ち込んだ後、再び持ち
直しの動きがみられた。
　今後については東日本大震災の影響や 2011 年夏から
の円高の進行により雇用情勢は先行きに不透明さが残る
状況となっている。今後の持続的な経済活性化に向け、
被災地における雇用面も含めた復興支援を進め、また非
正規雇用問題を中心とした雇用不安を払拭すると共に、
若者や高齢者といった年齢等に関係なく、あらゆる人が
就業意欲を実現できる全員参加型社会を構築するため、
就業促進に向けた取組を進めていく必要がある。

○　2011年の実質GDPは、東日本大震災の影響などによる民間最終消費、輸出の減少
　を主因として減少した後、7～9月期には、輸出や消費の回復もあり、前期比で増加。
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第１図　実質経済成長率の需要項目別寄与度

資料出所　内閣府「国民経済計算」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成。
　　（注）　数値は季節調整済前期比に対する寄与度。

第２図　円高の進展

○　対米ドル円為替レートは一時戦後最高値を更新し、75円まで上昇。
○　実質実効為替レートでも円高傾向。
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資料出所　日本銀行「外国為替相場状況」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
（注）　実質実効為替レートは日本銀行試算値（①実質実効為替レートは、相対的な通貨の実力を測るための総合的な指標で、

各国との為替レートを、貿易額等で計った相対的な重要度でウエイト付けし、各国の物価上昇率も加味して集計・算出し
たもの。②最新の値は、国際決済銀行（Bank of  International Settlement,BIS）公表の Broad ベースの実効為替レートを
利用。1993 年以前の計数については、Broad ベースの計数が存在しないため、Narrow ベースの実行為替レートの前月比
伸び率を用いて過去に遡って延長推計している。③ BIS では、円の実効為替レートを Broad ベースでは 56 か国、Narrow
ベースでは 25 か国で使用されている通貨（それぞれ 42 か国、15 通貨）に対して作成している）。
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た
鉱
工
業
生
産
指
数
は
東
日
本
大
震
災
の
影

響
を
受
け
て
被
災
地
域
を
中
心
に
大
幅
に
低

下
し
た
後
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
早
期
回

復
も
あ
り
、
持
ち
直
し
て
い
る
。
た
だ
し
、

海
外
経
済
の
回
復
が
弱
ま
っ
て
い
る
こ
と
も

あ
り
、
そ
の
テ
ン
ポ
は
緩
や
か
に
な
っ
て
お

り
、
震
災
前
の
水
準
に
ま
で
戻
っ
て
い
な
い
。

（
持
ち
直
し
の
動
き
も
見
ら
れ
た
雇
用
情
勢
）

　

我
が
国
経
済
は
二
〇
〇
八
年
二
月
か
ら
景

気
後
退
局
面
に
入
っ
て
い
た
が
、
二
〇
〇
八

年
九
月
に
発
生
し
た
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に

よ
る
世
界
的
な
景
気
後
退
の
影
響
を
受
け
、

雇
用
情
勢
は
二
〇
〇
八
年
末
以
降
、
急
速
に

悪
化
す
る
こ
と
と
な
っ
た
が
、
二
〇
〇
九
年

後
半
か
ら
は
輸
出
や
生
産
の
回
復
が
雇
用
に

も
波
及
し
、
持
ち
直
し
の
動
き
も
み
ら
れ
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
東
日
本
大
震
災
は
我
が
国

経
済
社
会
に
甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
、
雇

用
情
勢
も
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
と
な
っ

て
い
る
。
統
計
面
で
は
二
〇
一
一
年
三
～
八

月
に
か
け
て
、
震
災
の
影
響
に
よ
り
岩
手
県
、

宮
城
県
及
び
福
島
県
で
は
、
労
働
力
調
査
の

調
査
実
施
が
困
難
と
な
っ
た
た
め
、
全
国
の

数
字
は
こ
れ
ら
被
災
三
県
を
除
い
て
公
表
さ

れ
て
い
る
。

　

第
４
図
に
よ
り
、
四
半
期
ご
と
の
完
全
失

業
率
（
季
節
調
整
値
）
と
有
効
求
人
倍
率
（
季

節
調
整
値
）
の
動
き
を
見
る
と
、
二
〇
〇
九

年
三
月
に
景
気
の
谷
を
迎
え
た
後
、
完
全
失

業
率
は
二
〇
〇
九
年
七
～
九
月
期
に
五
・

四
％
と
四
半
期
で
み
た
統
計
開
始
以
来
最
悪

水
準
ま
で
上
昇
し
た
が
、、
そ
の
後
は
緩
や

か
に
改
善
し
、
二
〇
一
一
年
七
～
九
月
期
で

は
四
・
四
％
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
有
効

求
人
倍
率
は
、
二
〇
〇
九
年
七
～
九
月
期
に

〇
・
四
三
倍
と
な
っ
た
後
緩
や
か
に
上
昇
し
、

二
〇
一
一
年
七
～
九
月
期
に
は
〇
・
六
六
倍

と
な
っ
て
い
る
。

　

完
全
失
業
率
を
月
次
で
見
る
と
、
二
〇
一

一
年
八
月
及
び
九
月
は
大
き
く
低
下
し
て
い

る
。
第
５
図
に
よ
り
完
全
失
業
率（
原
数
値
）

の
低
下
の
要
因
を
見
る
と
、
二
〇
一
〇
年
五

月
ま
で
は
就
業
者
の
減
少
に
よ
る
押
し
上
げ

効
果
（
就
業
者
要
因
）
が
非
労
働
力
人
口
の

増
加
に
よ
る
押
し
下
げ
効
果
（
非
労
働
力
人

口
要
因
）
を
上
回
る
形
で
、
前
年
同
月
差
で

上
昇
の
動
き
と
な
っ
て
い
た
が
、
二
〇
一
一

年
に
入
り
非
労
働
力
人
口
要
因
が
就
業
者
要

因
を
上
回
る
形
で
低
下
の
動
き
と
な
っ
て
い

る
。
な
お
、
二
〇
一
一
年
八
、
九
月
は
東
日

本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
出
国
超
過
と
な
っ

た
影
響
が
生
産
人
口
要
因
に
表
れ
て
い
る
が
、

そ
れ
は
同
時
に
就
業
者
数
の
減
少
要
因
と
も

な
っ
て
い
る
た
め
、
そ
の
影
響
を
取
り
除
い

て
も
完
全
失
業
率
の
変
化
に
影
響
を
及
ぼ
し

て
い
な
い
。

　

第
５
図
に
よ
り
非
労
働
力
人
口
が
増
加
し

て
い
る
こ
と
が
最
近
の
完
全
失
業
率
の
押
し

下
げ
の
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
る
こ
と
に
つ

○　雇用情勢は、持ち直しの動きがみられるものの、　東日本
大震災の影響もあり依然として厳しい。
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第４図　完全失業率と有効求人倍率の推移（季節調整値）

○　緩やかに持ち直しの動きを続けていた鉱工業生産指数は、東日本大震災の
　 影響を受けて被災地を中心に大幅に低下した後、持ち直しているが、海外経済
　 の回復が弱まっていることもあり、そのテンポは緩やかとなっている。
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第３図　2008年以降の鉱工業生産指数

資料出所　経済産業省「鉱工業指数」「『産業活動分析』の震災に係る地域別鉱工業指数の試算値」
　　　（注）　�本試算指数は、「東日本大震災（長野県北部地震を含む）」にて、災害救助法の適用を受けた市区町村（東京都の

帰宅困難者対応を除く）を「被災地域」とし、適用を受けていない地域を「被災地域以外」として、指数の基
礎データである「経済産業省生産動態統計調査」の事業所所在地別に２区分ごとに集計して指数計算したもの。
鉱工業生産指数（全国）のウエイト、基準数量を分割し、季節指数は全国のものを両地域とも使用している。

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」　　　
　　　（注）　１）データは四半期平均値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期。
　　　　　　２）有効求人倍率及び新規求人倍率については、1973 年から沖縄を含む。
　　　　　　３）完全失業率については、1972 年７月から沖縄を含む。
　　　　　　４）有効求人倍率及び新規求人倍率については、新規学卒者を除きパートタイムを含む。
　　　　　　５）�完全失業率の四半期値は、月次の季節調整値を厚生労働省労働政策担当参事官室にて単純平均したもの。た

だし、2011 年１～３月期から７～ 9 月期までは岩手県、宮城県及び福島県を除く 44 都道府県の数値を基に算出。

○　2011年８月及び９月の完全失業率（原数値）の前年同月差を要因分解してみると、失業率の
　低下は、非労働力人口の増加が大きく寄与している。
○　2011年８月及び９月においては、震災後の出国超過による生産人口減の影響がみられるが、
　その影響を除いて要因分解してみても、失業率の低下は、非労働力人口の増加が大きく寄与し
　ている。
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第５図　最近の失業率低下の要因分析

資料出所　総務省統計局「労働力調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　 １）数値は全国のもの。ただし、2011 年３～８月は被災３県を除く全国のもの。
　　　　　 ２）完全失業率の要因分解は以下の式により行った。
　　　　　 　　Ur=U/L、　U=L-E、　L=F-nL　より
　　　　　 　　Δ Ur=　 －Δ E/L　　+　　 EΔF/L2　　　　－　　　　EΔnL/L2

　　　　　 　　　　　　（就業者要因）　　（生産人口要因）　　（非労働力人口要因）
　　　　　 　　Ur：失業率、F：生産人口、L：労働力人口、nL：非労働力人口、E：就業者、U：失業者
　　　　　 ３）就業者要因：就業者数の増加は完全失業率の低下に寄与。
　　　　　　  生産人口要因：15 歳以上人口の増加は完全失業率の上昇に寄与。
　　　　　　  非労働力人口要因：非労働力人口の増加は完全失業率の低下に寄与。
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い
て
み
た
が
、
第
６
図
及
び
第
７
図
は
こ
の

非
労
働
力
人
口
の
変
化
に
つ
い
て
、
就
業
希

望
有
無
別
・
年
齢
別
に
要
因
分
解
し
た
も
の

で
あ
る
。

　

第
６
図
は
、
非
労
働
力
人
口
の
中
で
就
業

を
希
望
し
て
い
る
人
、
希
望
し
な
い
人
及
び

就
業
内
定
者
に
分
け
て
増
減
の
寄
与
度
を
み

た
も
の
で
あ
る
が
、
就
業
非
希
望
者
は
ほ
ぼ

一
貫
し
て
非
労
働
力
人
口
増
加
の
要
因
の
大

半
を
占
め
て
い
る
一
方
で
、
就
業
希
望
者
は

各
期
に
よ
っ
て
増
減
の
変
化
が
あ
る
も
の
の
、

そ
の
絶
対
値
は
非
労
働
力
人
口
の
増
加
幅
と

比
較
し
て
相
対
的
に
小
さ
く
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
第
７
図
は
同
じ
く
非
労
働
力
人
口
を

年
齢
別
の
寄
与
度
で
み
た
も
の
で
あ
る
。
従

前
か
ら
非
労
働
力
人
口
の
増
加
は
高
齢
化
の

影
響
に
よ
り
六
五
歳
以
上
の
年
齢
層
の
増
加

が
大
き
く
寄
与
し
て
い
た
が
、
二
〇
一
〇
年

一
〇
～
一
二
月
期
か
ら
二
〇
一
一
年
七
～
九

月
期
で
は
そ
の
寄
与
は
小
さ
く
、
む
し
ろ
五

五
～
六
四
歳
層
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
。

　
（
雇
用
調
整
速
度
の
高
ま
り
）

　

完
全
失
業
率
（
季
節
調
整
値
）
の
動
向
に

つ
い
て
み
た
が
、
今
回
の
景
気
回
復
局
面
及

び
前
回
の
景
気
回
復
局
面
（
二
〇
〇
二
年
一

月
を
谷
と
す
る
第
一
四
循
環
）
に
お
い
て
は
、

そ
れ
ぞ
れ
二
〇
〇
九
年
七
月
、
二
〇
〇
三
年

四
月
に
過
去
最
高
の
五
・
五
％
と
な
っ
て
い

る
。二
〇
一
一
年
九
月
に
は
四
・
一
％
と
な
っ

て
い
る
が
、過
去
最
高
水
準
か
ら
四
・

一
％
と
な
る
ま
で
の
回
復
期
間
は
第

一
四
循
環
に
お
い
て
は
三
四
カ
月
、

今
回
の
景
気
回
復
期
に
お
い
て
は
二

六
カ
月
と
な
っ
て
お
り
、
回
復
の
速

度
が
上
昇
し
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。

　

完
全
失
業
率
の
低
下
速
度
が
早

ま
っ
て
い
る
要
因
の
一
つ
と
し
て
、

雇
用
調
整
速
度
の
上
昇
が
考
え
ら
れ

る
。
企
業
は
最
適
な
雇
用
量
を
基
本

的
に
生
産
量
と
労
働
投
入
量
に
よ
っ

て
決
定
す
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、
採

用
や
解
雇
に
は
コ
ス
ト
が
か
か
り
、

現
実
の
雇
用
量
が
最
適
な
水
準
に
調

整
さ
れ
る
ま
で
に
時
間
を
要
す
る
。

○ 非労働力人口の増加は就業非希望者の増加が大きく寄与している。

2.0 

就業非希望者

非労働力人 変化

（％）

1.0 

1.5 口

0.0 

0.5 

-1.0 

-0.5 

就業希望者 就業内定者

-1.5 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

2006 2007 2008 2009 2010

（年・期）

◯　非労働力人口の増加は65歳以上の増加によるところが大きいが、
　 2010年10月～12月期以降は55～64歳層の増加の影響が目立っている。

2.5 

3.0 

65歳～

（％）

1 0

1.5 

2.0 
非労働力人口変化

0.0 

0.5 

1.0

15～24歳

-1.5 

-1.0 

-0.5 
35～44歳

-2.5 

-2.0 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ

25～34歳

（年・期）

45～54歳 55～64歳

2006 2007 2008 2009 2010 2011

○　2010年に再び上昇に転じた非正規雇用割合は2011年に入ってからも上昇

役員を除く パート・派遣・契約社員等

（単位 万人、％）

年・期
役員を除く
雇用者

正規の職員・従業員
パ ト 派遣 契約社員等

パート・アルバイト
労働者派遣事業所の派遣社員,契約

社員･嘱託,その他 うち派遣社員

1985 3999 3343 (83.6) 655 (16.4) 499 (12.5) 156 (3.9) - -

90 4369 3488 (79 8) 881 (20 2) 710 (16 3) 171 (3 9) - -90 . . . .
95 4780 3779 (79.1) 1001 (20.9) 825 (17.3) 176 (3.7) - -

2000 4903 3630 (74.0) 1273 (26.0) 1078 (22.0) 194 (4.0) 33 (0.7)

05 4923 3333 (67.7) 1591 (32.3) 1095 (22.2) 496 (10.1) 95 (1.9)

( ) ( ) ( ) ( ) ( )06 5002 3340 (66.8) 1663 (33.2) 1121 (22.4) 542 (10.8) 121 (2.4)

07 5120 3393 (66.3) 1726 (33.7) 1165 (22.8) 561 (11.0) 121 (2.4)

08 5108 3371 (66.0) 1737 (34.0) 1143 (22.4) 594 (11.6) 145 (2.8)

09 5086 3386 (66.6) 1699 (33.4) 1132 (22.3) 567 (11.1) 116 (2.3)

10 5071 3363 (66.3) 1708 (33.7) 1150 (22.7) 558 (11.0) 98 (1.9)

10 4853 3217 (66.3) 1636 (33.7) 1105 ‘(22.8) 531 (10.9) 94 (1.9)

11 4904 3164 (64.5) 1739 (35.5) 1189 (24.2) 550 (11.2) 92 (1.9)

10 Ⅰ 5071 3363 (66.3) 1708 (33.7) 1150 (22.7) 558 (11.0) 98 (1.9)

Ⅱ 5083 3339 (65.7) 1743 (34.3) 1184 (23.3) 559 (11.0) 90 (1.8)

Ⅲ 5137 3363 (65.5) 1775 (34.5) 1196 (23.3) 579 (11.3) 104 (2.0)

Ⅳ 5153 3354 (65.1) 1798 (34.9) 1239 (22.0) 559 (10.8) 92 (1.8)

11 Ⅰ 4904 3164 (64.5) 1739 (35.5) 1189 (24.2) 550 (11.2) 92 (1.9)( ) ( ) ( ) ( ) ( )

Ⅱ 4953 3252 (65.7) 1701 (34.3) 1159 (23.4) 542 (10.9) 90 (1.8)

Ⅲ 4898 3168 (64.7) 1729 (35.3) 1181 (24.1) 548 (11.2) 95 (1.9)

第６図　非労働力人口の就業希望有無別寄与度

第７図　非労働力人口の年齢別寄与度

第９表　雇用形態別雇用者数の推移

資料出所　�総務省統計局「労働力調査」（詳細集計）をもとに厚生労働省労働政策担当参事官にて作成
　　（注）　１）数値は前年同期差。
　　　　　２）四捨五入の関係で総数の変化は各内訳の合計とは必ずしも一致しない場合がある。

資料出所　�総務省統計局「労働力調査」（詳細集計）をもとに厚生労働省労働政策担当参事官にて作成
　　（注）　第６図に同じ。

資料出所　�総務省統計局「労働力調査」（２月調査）（1985 年～ 2000 年）、「労働力調査（詳細集計）」　（１～３月期
平均）（2005 年～ 2010 年）

　　（注）　１）( ) 内は役員を除く雇用者数に対する割合である。
　　　　　２）�勤め先における呼称による分類において、「労働力調査（詳細結果）」の調査票の選択肢では「契

約社員・嘱託」及び「その他」とされているものは、「労働力調査特別調査」の調査票において
は「その他（嘱託）」と一つの選択肢とされている点に留意を要する。

　　　　　３）2010 年下段、2011 年Ⅰ～Ⅲ期及び 2011 年は岩手県、宮城県及び福島県を除く。

第８図　雇用調整速度

資料出所　�厚生労働省「毎月勤労統計調査」、内閣府「国民経済計算」、総務省統計
局「労働力調査」、日本銀行「企業物価指数」をもとに厚生労働省労働
政策担当参事官室にて試算

　　（注）　雇用調整速度については、
　　　　　lnL(t)=a+blnX+cln(W/R)+dlnL(t-1)
　　　　　�の推計式より計算した 1-d の値であり、数値が大きいほど雇用調整のス

ピードが速いことを示す。
　　　　　�ただし、L：雇用者数、X：実質 GDP、W：現金給与総額指数、R：企

業物価指数
　　　　　�計測期間や推計式によって計測結果が異なる場合もあることに留意が必要。



Business Labor Trend 2012.1

49

特別企画―平成 23 年　労働経済の年間分析

こ
の
速
度
が
雇
用
調
整
速
度
で
あ
る
。
こ
の

雇
用
調
整
速
度
は
計
測
期
間
や
推
計
式
に

よ
っ
て
結
果
が
異
な
る
こ
と
に
も
留
意
が
必

要
だ
が
、
第
８
図
を
見
る
と
、
一
九
九
七
年

七
～
九
月
期
か
ら
二
〇
〇
〇
年
一
〇
～
一
二

月
期
の
期
間
を
除
き
、
景
気
循
環
を
経
る
ご

と
に
雇
用
調
整
速
度
は
上
昇
し
て
い
る
可
能

性
が
あ
る
。

　
（
引
き
続
き
上
昇
す
る
非
正
規
雇
用
割
合
）

　

第
９
表
に
よ
り
、
雇
用
形
態
別
に
雇
用
者

数
の
動
向
を
み
る
と
、
二
〇
〇
八
年
秋
以
降

の
経
済
収
縮
の
中
で
雇
用
の
削
減
を
伴
う
雇

用
調
整
が
非
正
規
雇
用
者
を
中
心
に
み
ら
れ

た
こ
と
で
二
〇
〇
九
年
に
は
派
遣
社
員
を
中

心
に
、
非
正
規
雇
用
者
（
正
規
の
職
員
・
従

業
員
以
外
の
者
）
は
減
少
に
転
じ
、
雇
用
者

全
体
に
占
め
る
割
合
も
低
下
し
た
。
派
遣
社

員
は
二
〇
一
〇
年
も
減
少
し
た
が
、
一
方
で

非
正
規
雇
用
者
全
体
で
は
増
加
に
転
じ
、
そ

の
割
合
も
再
び
上
昇
と
な
っ
た
。
二
〇
一
一

年
は
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
の
増
加
な
ど
か

ら
、
非
正
規
雇
用
者
割
合
は
二
〇
一
一
年
一

～
三
月
期
で
被
災
三
県
を
除
く
と
三
五
・

五
％
と
な
り
、
前
年
同
期
の
三
三
・
七
％
か

ら
上
昇
し
た
。

 

（
年
齢
層
に
関
係
な
く
高
止
ま
り
を
示
す
長

期
失
業
者
割
合
）

　

失
業
期
間
が
一
年
以
上
の
長
期
失
業
者
数

を
完
全
失
業
者
数
全
体
で
除
し
た
長
期
失
業

者
割
合
に
つ
い
て
前
年
同
期
と
比
較
す
る
と
、

第
10
表
の
と
お
り
、
二
〇
一
〇
年
、
二
〇
一

一
年
は
上
昇
が
続
い
て
い
る
こ
と
が
見
て
と

れ
る
。
こ
の
長
期
失
業
者
割
合
に
つ
い
て
は
、

第
11
図
の
通
り
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影

響
に
よ
る
失
業
者
の
大
幅
な
増
加
が
要
因
と

な
っ
て
二
〇
〇
九
年
に
は
低
下
し
た
も
の
の
、

二
〇
一
〇
年
に
は
長
期
失
業
者
の
増
加
を
要

因
と
し
て
再
び
上
昇
し
た
。
な
お
、
二
〇
一

一
年
四
～
六
月
期
以
降
長
期
失
業
者
は
減
少

に
転
じ
、
七
～
九
月
期
に
は
長
期
失
業
者
割

合
も
低
下
し
た
。
ま
た
、
第
12
図
の
と
お
り

失
業
者
に
占
め
る
年
齢
構
成
変
化
要
因
と
、

各
年
齢
層
の
長
期
失
業
者
割
合
変
化
要
因
に

分
け
る
と
、
各
年
齢
層
の
長
期
失
業
者
割
合

の
変
化
が
大
き
な
要
因
で
あ
る
と
わ
か
る
。

一
般
に
六
五
歳
以
上
の
高
齢
者
層
は
雇
用
機

会
が
少
な
い
こ
と
に
加
え
て
年
金
等
の
収
入

が
あ
る
た
め
に
就
職
へ
の
緊
要
度
が
低
く
、

失
業
し
て
も
長
期
化
し
や
す
い
と
考
え
ら
れ

る
が
、
第
12
図
の
結
果
は
近
年
の
長
期
失
業

者
割
合
の
変
化
が
高
齢
化
に
よ
る
も
の
よ
り

も
、
む
し
ろ
各
年
齢
層
で
の
長
期
失
業
者
割

合
が
上
昇
し
た
こ
と
が
要
因
で
あ
る
こ
と
を

示
し
て
い
る
。

（
２
）
世
代
ご
と
に
み
た
人
件
費
の
動
向

　（
団
塊
世
代
の
高
齢
化
に
よ
る
人
件
費
へ

の
影
響
）

○　長期失業者数は2011年４～６月期から減少に転じた一方、長期失業
　者割合は高止まりしている。

（※）括弧内の単位は万人

１～３月期 ４～６月期 ７～９月期 10～12月期

の は

（年）

（期）

2006 32.5％（93） 31.8％（89） 31.9％（87） 34.1％（89）

07 32.0％（87） 30.1％（77） 31.6％（79） 34.5％（86）

08 33.8％（89） 33.0％（89） 30.0％（79） 35.0％（91）

09 30.0％（91） 28.0％（97） 26.3％（95） 30.0％（99）

34.3％（114） 33.8％（118） 38.1％（128） 38.5％（122）

10
33.5％（106） 33.3％（111） 38.1％（122） 39.0％（117）

11 39.0％（115） 34.2％（102） 37.2％（103） －

第10表　長期失業者割合の推移

第12図　長期失業者割合上昇の要因分析

第11図　長期失業者割合変化の要因分析

資料出所　総務省統計局「労働力調査」
　　（注）　１）2010 年の下段及び 2011 年１～３月期から７～９月期は岩手県、宮城県及び福島県を除く。
　　　　　２）（）内は長期失業者数。
　　　　　３）ここでいう長期失業者は、失業期間が１年以上の失業者をいう。
　　　　　４）長期失業者割合＝長期失業者数 / 完全失業者数 × １００（％）

資料出所　総務省「労働力調査」（詳細集計）より厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）ここでの長期失業者割合の変化は前年同期差。
　　　　　２）四捨五入の関係で総数は内訳の合計とは必ずしも一致しない場合がある。
　　　　　３）�2011 年については、岩手県、宮城県及び福島県を除く 44 都道府県の数値であり、同３県を除い

た平成 22 年の数値と差を算出している。
　　　　　４）�計算方法は次のとおり。ただし、T ＝完全失業者数、Ti ＝年齢層別完全失業者数、L ＝長期失

業者割合、Li ＝年齢階層別長期失業者数

資料出所　総務省「労働力調査」（詳細集計）より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）ここでの長期失業者割合変化は前年同期差。
　　　　　２）四捨五入の関係で総数は内訳の合計とは必ずしも一致しない場合がある。
　　　　　３）�2011 年については、岩手県、宮城県及び福島県を除く 44 都道府県の数値であり、同３県を除い

た平成 22 年の数値と差を算出している。

完全失業者の年齢層構成変化効果 年齢階層別長期失業者割合の変化効果 交絡効果
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超
高
齢
社
会
を
迎
え
る
中
、
年
齢
に
か
か

わ
り
な
く
働
き
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
社
会

づ
く
り
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
中
、

高
齢
者
の
人
件
費
が
全
体
の
人
件
費
に
与
え

る
影
響
を
考
察
す
る
。

　

第
13
表
及
び
第
14
図
に
よ
り
、
世
代
ご
と

に
人
件
費
の
推
移
を
み
る
と
、
一
九
四
六
年

～
五
〇
年
生
ま
れ
（
団
塊
の
世
代
が
含
ま
れ

る
年
代
）
の
人
件
費
は
い
ず
れ
の
年
代
に
お

い
て
も
他
の
世
代
と
比
べ
て
大
き
い
が
、
他

の
世
代
と
同
様
に
、
六
〇
代
以
降
で
大
き
く

減
少
し
て
い
る
。
ま
た
、
五
〇
代
前
半
か
ら

六
〇
代
前
半
に
か
け
て
の
減
少
額（
－
一
三
・

二
兆
円
）
は
前
の
世
代
（
－
一
二
・
八
兆
円
、

－
九
・
七
兆
円
）
と
比
較
し
て
も
大
き
く
、

団
塊
の
世
代
の
高
齢
化
が
人
件
費
の
減
少
に

寄
与
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、

団
塊
の
世
代
が
六
〇
代
後
半
に
な
る
二
〇
一

五
年
に
は
さ
ら
な
る
人
件
費
の
減
少（
－
三
・

一
兆
円
）
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
第
15
図
に
よ
り
、
総
額
人
件
費
の

推
移
を
み
る
と
、
総
額
人
件
費
は
一
九
九
五

年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
、
若
年
労
働
者
や
五

〇
～
六
四
歳
の
人
件
費
も
減
少
基
調
で
あ
っ

た
。
た
だ
し
、
二
〇
〇
〇
年
以
降
、
団
塊
の

世
代
が
五
〇
代
に
入
っ
た
影
響
の
大
き
さ
も

あ
り
、
五
〇
～
六
四
歳
の
減
少
率
は
若
年
者

に
比
べ
小
さ
い
。
人
件
費
総
額
に
占
め
る
割

合
で
み
る
と
、
五
〇
～
六
四
歳
の
人
件
費
割

合
は
上
昇
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
団
塊
の
世
代

が
六
〇
代
に
入
っ
た
二
〇
一
〇
年
に
は
低
下

し
た
。
現
在
で
も
高
年
齢
層
の
就
業
率
は
高

い
水
準
に
あ
る
こ
と
、
六
〇
歳
を
過
ぎ
る
と

正
社
員
以
外
で
働
く
者
の
割
合
が
大
き
く
上

昇
し
、
一
人
当
た
り
人
件
費
が
減
少
す
る
こ

と
、
今
後
、
団
塊
の
世
代
が
六
五
歳
以
上
に

な
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
マ
ク
ロ
で
は
中

高
年
の
人
件
費
が
全
体
の
人
件
費
が
深
刻
な

影
響
を
与
え
る
可
能
性
は
低
い
と
考
え
ら
れ

る
。

２
．
賃
金
・
労
働
時
間　

（
１
）
賃
金
の
動
向

（
現
金
給
与
総
額
は
再
び
弱
い
動
き
）

　

第
16
表
に
よ
り
、
現
金
給
与
総
額
の
動
き

を
み
る
と
、
二
〇
〇
七
年
か
ら
三
年
連
続
減

少
し
た
後
、
二
〇
一
〇
年
に
は
増
加
に
転
じ

た
が
、
二
〇
一
一
年
一
～
九
月
期
平
均
で
は

〇
・
二
％
減
と
、
再
び
弱
い
動
き
と
な
っ
て

い
る
。

　

そ
の
内
訳
で
あ
る
所
定
内
給
与
、
所
定
外

給
与
、
特
別
給
与
の
動
き
を
み
る
と
、
所
定

内
給
与
は
二
〇
一
一
年
一
～
九
月
期
平
均
で

〇
・
五
％
減
と
、
減
少
は
六
年
連
続
と
な
る

見
込
み
で
あ
る
。
所
定
外
給
与
は
二
〇
一
〇

年
に
増
加
に
転
じ
た
が
、
二
〇
一
一
年
四
～

六
月
期
か
ら
所
定
外
労
働
時
間
の
減
少
を
受

け
減
少
に
転
じ
、
一

～
九
月
期
平
均
で
は

〇
・
四
％
増
と
伸
び

が
大
幅
に
鈍
化
し
た
。

特
別
給
与
も
二
〇
一

一
年
一
～
九
月
期
平

均
で
〇
・
九
％
増
と

伸
び
が
鈍
化
し
て
い

る
。

　

一
般
・
パ
ー
ト
の

別
に
み
る
と
、
一
般
、

パ
ー
ト
と
も
に
二
〇

一
〇
年
に
増
加
に
転

じ
た
が
、
一
般
労
働

者
は
二
〇
一
一
年
一

～
九
月
期
平
均
で

〇
・
二
％
増
と
伸
び

が
鈍
化
し
、
パ
ー
ト

タ
イ
ム
労
働
者
は
二

〇
一
一
年
一
～
九
月

（単位　円、％）

年・期

現金給与総額

実質賃金一般
労働者

パート
タイム
労働者

きまって
支給する
給与　　

特別給与所定内
給与

所定外
給与

額
 2006　　　　　 335,774 417,933 95,232 272,614 252,809 19,805 63,160 
  07　　　　 330,313 413,342 95,209 269,508 249,755 19,753 60,805 
  08　　　　 331,300 414,449 95,873 270,511 251,068 19,443 60,789 
  09　　　　 315,294 398,101 94,783 262,357 245,687 16,670 52,937 
  10　　　　 317,321 402,730 95,790 263,245 245,038 18,207 54,076 

   11（1-9） 300,131 330,444 94,542 262,042 243,942 18,100 38,089 
前年比
 2006　　　　　  0.3  0.3  0.7  0.0 -0.3 　　2.6 　　1.5 -0.1
  07　　　　 -1.0 -0.4 -0.7 -0.5 -0.5 　　0.4  -3.4 -1.1
  08　　　　 -0.3  0.0  1.0 -0.2 -0.1  -2.2  -0.4 -1.8
  09　　　　 -3.8 -3.3 -1.5 -2.1 -1.3 -13.5 -11.8 -2.5
  10　　　　  0.6  1.1  1.0  0.3 -0.2 　　9.2 　　2.0  1.5

   11（1-9） -0.2  0.2 -0.2 -0.4 -0.5 　　0.4 　　0.9 -0.6
前年同期比

2010 Ⅰ  0.0  0.5  0.3 -0.1 -0.6 　　7.7 　　5.4  1.4
　　 Ⅱ  1.3  1.8  1.0  0.5 -0.1  12.0 　　4.9  2.5
　　 Ⅲ  0.9  1.4  1.5  0.5 -0.2  11.1 　　3.3  1.8
　　 Ⅳ  0.2  0.7  1.4  0.4  0.0 　　6.4  -0.4  0.0
　　11 Ⅰ  0.1  0.7  0.1 -0.3 -0.6 　　3.2  13.0  0.0
　　 Ⅱ -0.4  0.0 -0.6 -0.5 -0.5  -1.4 　　0.0 -0.8
　　 Ⅲ -0.3 -0.1 -0.2 -0.3 -0.3  -0.4  -0.2 -1.2

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」　
（注）1）調査産業計、事業所規模５人以上。
　　　2）�2011(1-9) は 1 ～ 9 月期についてみており、前年比のうち現金給与総額、所定内給与は指数、

所定外給与、特別給与は実数から算出している。
　　　3）前年比などの増減率は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正した値。

第16表　内訳別賃金の推移

第13表　世代ごとにみた総額人件費の推移①

第15図　年齢階級別総額人件費の推移 第14図　世代ごとにみた総額人件費の推移②

世代 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上

13 2兆円 3 1兆円

1946年～50年生まれ
（団塊の世代）

17.4 13.4 4.2 1.1

13 2兆円 3 1兆円

1931年～35年生まれ 8 7 7 5 3 0 （1 0）1931年～35年生まれ 8 7 7 5 3 0 （1 0）

人件費（31 7兆円）（ ）

◯　団塊の世代の人件費は大きいが、高齢化により既に減少

（兆円）

1956年～60年生まれ 11.5 8.6 

1951年～55年生まれ 13.9 10.4 3.3 
.

－12.8兆円

－ .

1941年～45年生まれ 16.0 11.6 3.2 0.8 0.3 
－9.7兆円

1936年～40年生まれ 12.4 10.6 2.7 （1.4） 0.2 

. . . .

2000年の50～64歳
.

－-13.2兆円 -3.1兆円

-12.8兆円

-9.7兆円

人件費（26 1兆円）
2010年の50～64歳

.

○　50～64歳の人件費は2000年をピークに減少

119 3

140 （兆円）

年齢計団塊の世代
が50～54歳

29.50 8

1.2 
1.0 

1.4 
102.9 

119.3
113.6 

106.5 

100

120 
が50 54歳

団塊の世代
が60～64歳

65歳以上

22.0 

29.5
31.7 

30.5 

26 1

0.8

1.0 
92.0 

80 

50～64歳

(21.4%) (28.6%)

(27.9%)
(24.7%)

63.7 

26.1

60 その他

(28.4%)

59.5 59.1 
58.2 

51.2 40 

20.6 24.9 21.8 16.4 13.7
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20～29歳

( )(20 9%)( )
13.7

0 

1990 1995 2000 2005 2010 （年）

(14.9%)(19.2%) (15.4%)(20.9%)(20.0%)

○　60歳を境に総額人件費は大きく減少

17.4 18 

1956年～60年生まれ

（兆円）

13.4 14 

16 
1951年～55年生まれ

1946年～50年生まれ
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12 1941年～45年生まれ

1936年～40年生まれ

8 

10 1931年～35年生まれ

4.2 

4

6 

1.1 2 
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50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上

資料出所　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より推計
　　（注）　１）�総額人件費 = １人あたり年間収入 × 労働者数により算出。
　　　　　　 なお、年間収入 = きまって支給する給与額 ×12 ＋特別給与額による。
　　　　　２）�団塊の世代は、一般的に 1947 ～ 49 年生まれの世代を指すが、ここでは 1946 ～ 50 年生まれとしている。
　　　　　３）�シャドー部分は 2015 年推計値であり、一つ前の世代の変化トレンドを用いることにより算出している。
　　　　　４）65 ～ 69 歳の（　）部分は、65 歳以上。

資料出所　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より推計
　　（注）　１）総額人件費 = １人あたり年間収入 × 労働者数により算出。
　　　　　２）その他には 15 ～ 19 歳も含まれる。
　　　　　３）（　）内は、人件費総額に占める割合。
　　　　　４）推計によると、2015 年の 50 ～ 64 歳人件費は 22.6 兆円になる。

資料出所　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より推計
　　（注）　１）�総額人件費 = １人あたり年間収入 × 労働者数により算出。労働者数は常用労働者数（雇用契約期間１

か月以上又は月 18 日以上雇われた者）。なお、年間収入 = きまって支給する給与額 ×12 ＋特別給与
額による。

　　　　　２）�団塊の世代は、一般的に 1947 ～ 49 年生まれの世代を指すが、ここでは 1946 ～ 50 年生まれとして
いる。

　　　　　３）�破線部は 2015 年推計値であり、一つ前の世代のトレンドを用いることにより算出している。

○　2011年（1～9月期）の現金給与総額は、4～6月期に減少に転じ、再び弱い動きとなっている。
　減少が続いている所定内給与に加え、4～6月期からは所定外給与、7～9月期には特別給与も減
　少となった。



Business Labor Trend 2012.1

51

特別企画―平成 23 年　労働経済の年間分析

期
平
均
で
〇
・
二
％
減
と
再
び
減
少
と
な
っ

た
。

（
所
定
内
給
与
の
減
少
要
因
）

　

第
17
図
に
よ
り
、
所
定
内
給
与
の
変
化
率

を
、
一
般
労
働
者
の
給
与
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
の
給
与
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
構

成
比
の
寄
与
に
そ
れ
ぞ
れ
分
け
て
み
る
と
、

相
対
的
に
賃
金
水
準
の
低
い
パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
の
構
成
比
の
高
ま
り
に
よ
り
所
定
内

給
与
の
減
少
寄
与
が
続
い
て
い
る
。

　

二
〇
一
一
年
に
入
る
と
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
の
構
成
比
の
上
昇
に
加
え
、
一
般
労

働
者
及
び
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
給
与
の

減
少
も
所
定
内
給
与
の
減
少
要
因
と
な
っ
て

い
る
。

（
夏
季
賞
与
は
前
年
か
ら
減
少
）

　

第
18
表
に
よ
り
、
夏
季
賞
与
の
支
給
状
況

を
み
る
と
、二
〇
一
一
年
は
前
年
比
〇
・
八
％

減
の
三
六
万
四
二
五
二
円
と
な
っ
た
。

　

主
要
産
業
別
に
前
年
比
で
み
る
と
、
製
造

業
は
六
・
七
％
増
と
な
っ
た
一
方
、
卸
売
業
，

小
売
業
で
二
・
〇
％
減
、
医
療
，
福
祉
で
二
・

七
％
減
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
事
業
所
規
模
別
に
み
る
と
、
増
加

し
た
の
は
五
〇
〇
人
以
上
規
模
の
み
で
、
そ

の
他
の
規
模
は
横
ば
い
又
は
減
少
と
な
っ
て

い
る
。

（
一
九
九
〇
年
代
末
以
降
、
継
続
す
る
名
目

賃
金
の
停
滞
傾
向
）

　

第
19
図
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
の
景
気
回
復

局
面
に
お
け
る
経
常
利
益
と
現
金
給
与
総
額

の
動
き
を
み
る
と
、
一
九
八
六
年
一
〇
～
一

二
月
期
以
降
や
一
九
九
四
年
一
～
三
月
期
以

降
の
景
気
回
復
局
面
で
は
企
業
収
益
の
改
善

に
伴
い
賃
金
が
増
加
し
、
経
済
成
長
の
成
果

が
労
働
者
に
所
得
と
し
て
分
配
さ
れ
た
形
と

な
っ
て
い
る
。
一
方
、
一
九
九
八
年
一
〇
～

一
二
月
期
以
降
や
二
〇
〇
二
年
一
～
三
月
期

以
降
の
景
気
回
復
局
面
で
は
、
経
常
利
益
が

伸
び
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
賃
金
は
減
少

を
続
け
た
。

　

二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
以
降
を
み
る
と
、

二
〇
〇
二
年
一
～
三
月
期
以
降
に
比
べ
、
賃

金
の
減
少
幅
は
小
さ
く
な
り
、
二
〇
一
〇
年

産業・事業所規模
夏季賞与

2011 年 2010 年
額 前年比 支給割合 支給割合

円 ％ ヵ月 ヵ月
調査産業計 364,252  -0.8 0.95 0.98
鉱業、 採石業等 400,295  -6.4 0.76 0.73
建設業 392,479  -3.6 0.82 0.87
製造業 482,672   6.7 0.91 0.87
電気 ・ ガス ・ 熱供給等 736,602  -7.5 1.53 1.50
情報通信業 609,679   2.7 1.14 1.09
運輸業、 郵便業 321,472   0.6 0.89 0.95
卸売業、 小売業 285,366  -2.0 0.91 0.92
金融業、 保険業 586,260  -5.0 1.54 1.58
不動産業、物品賃貸業 381,894  -3.0 1.02 1.07
学術研究等 548,507  -5.0 1.06 1.13
飲食サービス業等  65,918  -9.3 0.36 0.41
生活関連サービス業等 152,820  10.7 0.62 0.62
教育、学習支援業 503,712  -4.5 1.34 1.39
医療、福祉 272,525  -2.7 0.93 0.98
複合サービス事業 435,313 -22.0 1.29 1.70
その他のサービス業 247,580   0.6 1.04 1.05

500 人以上規模 620,000   1.8 1.50 1.46
100 ～ 499 人規模 426,081  -0.4 1.17 1.18
30 ～ 99 人規模 324,985   0.0 1.04 1.05
5 ～ 29 人規模 253,011  -5.3 0.91 0.95
資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）１）事業所規模５人以上。
　　　２） �夏季賞与は、６～８月の「特別に支払われた給与」のうち賞与として支給された給与を特

別集計したものである。
　　　３）支給割合とは、きまって支給する給与に対する割合である。
　　　４） 前年比は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正した値。

第18表　産業・事業所規模別賞与支給状況
○�　製造業では6.7％増となった一方、卸売業・小売業（2.0％減）、医療・福祉（2.7％

減）などでは減少となっている。
○　事業所規模別では、増加したのは500人以上規模のみとなっている。

（単位　時間、％）

年・期
総実労働時間

所定内
労働時間

所定外
労働時間一般労働者 パートタイム

労働者
時間

2006 年 　 150.9 170.1 94.8 140.2  10.7
  07　　　　 150.7 170.6 94.0 139.7  11.0
  08　　　　 149.3 169.3 92.6 138.6  10.7
  09　　　　 144.4 164.7 90.2 135.2   9.2
  10　　　　 146.2 167.4 91.3 136.2  10.0

   11（1-9） 145.1 166.5 90.5 135.2   9.9

前年比
2006 年 　   0.5   0.7 -0.3   0.3   2.6
  07　　　　  -0.7   0.0 -1.9  -0.8   1.3
  08　　　　  -1.2  -0.9 -1.7  -1.1  -1.5
  09　　　　  -2.9  -2.6 -2.3  -1.9 -15.2
  10　　　　   1.4   1.6  1.2   0.7   9.0

   11（1-9）  -0.5  -0.3 -0.5  -0.6  -0.4

前年同期比
　　10 Ⅰ   1.5   2.0  0.3   1.0  10.0
　　 Ⅱ   1.2   1.6  1.1   0.5  10.8
　　 Ⅲ   1.2   1.6  1.5   0.7   9.6
　　 Ⅳ   1.2   1.3  1.8   0.8   5.7
　　11 Ⅰ  -0.6  -0.3 -0.2  -0.8   1.7
　　 Ⅱ  -0.7  -0.5 -0.7  -0.6  -2.0
　　 Ⅲ  -0.3  -0.1 -0.5  -0.3  -0.6

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」　
（注）1）調査産業計、事業所規模５人以上。
　　　2）�2011（1-9）は 1 ～ 9 月期についてみており、前年比は指数から算出している。
　　　3）�前年比などの増減率は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正した値。

第20表　内訳別労働時間の推移
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1.0 
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(1-9)

Ⅰ
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Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

09

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

10

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

11

Ⅱ Ⅲ

（％）

(年・期）

一般労働者の

給与の寄与

パートタイム労働者

の給与の寄与

パートタイム労働

者の構成比寄与

常用労働者全体の

所定内給与の増減率

○ パートタイム労働者の構成比の高まりに加え、2011年4～6月期以降は、一般労働者、

パートタイム労働者の給与も減少。

資料出所　�厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事
官室にて作成

（注）　1）　�一般労働者とパートタイム労働者の双方を含む常用労働者全体の所定
内給与の増減率に対し、一般労働者の所定内給与の増減、パートタイ
ム労働者の所定内給与の増減、一般労働者とパートタイム労働者の構
成比の変化の３つの要素が与えた影響の度合いを示したものである。

　　　　　　具体的な要因分解の方法は、次式による。

　　　2)　調査産業計、事業所規模５人以上。
　　　3)　�常用労働者全体、一般労働者、パートタイム労働者のそれぞれについて、

所定内給与指数に基準数値を乗じて所定内給与の時系列接続が可能とな
るように修正した実数値を算出し、これらの数値をもとにパートタイム
労働者構成比を推計している。

資料出所　�厚生労働省「毎月勤労統計調査」、財務省「法人企業統計季報」をもと
に厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

　　（注）　１）�現金給与総額は調査産業計、事業所規模 30 人以上。経常利益は全産業、
全規模。

　　　　　２）�景気循環における経常利益が最も低下した期を 100 とし、当該期以
降景気の山までの推移。数値は季節調整値の後方３期移動平均。

Ｗ：所定内給与
（￣は労働者計、添字ｎは一般労働者、ｐはパートタイム労働者、Δは対前年同期からの増減を
  示す）
ｒ：パートタイム労働者の構成比

ΔW = ΔWn{(1-r)+(1-r-Δｒ)}/2 +  ΔWp{r+(r+Δr)}/2 +  Δr{Wp+(Wp+ΔWp)-Wn-(Wn+ΔWｎ)｝/2 

W                   W                                 W                                         W

└ 一般の給与寄与 ┘ └パートの給与寄与┘ └ パートタイム労働者の構成比寄与 ┘
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○ 2009年4～6月期以降の回復局面も含め、近年の回復局面においては、経常利益の

伸びが賃金に結び付きにくくなっている。

第17図　所定内給与の減少要因（前年（同期）比）

第19図　景気回復局面における経常利益（人員１人あたり）
　　　　と賃金（１人あたり現金給与総額）の推移

○　総実労働時間は、2011年に入り減少に転じている。所定内労働時間は
　1～3月期から、所定外労働時間は4～6月期から減少。
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七
～
九
月
期
に
は
よ
う
や
く
増
加
に
転
じ
た

も
の
の
、
一
九
九
〇
年
代
末
以
降
の
賃
金
停

滞
傾
向
は
継
続
し
て
い
る
。

（
２
）
労
働
時
間
の
動
向

（
二
〇
一
一
年
の
総
実
労
働
時
間
は
減
少
で

推
移
）

　

第
20
表
に
よ
り
、
総
実
労
働
時
間
の
動
き

を
み
る
と
、二
〇
〇
七
年
か
ら
減
少
し
、リ
ー

マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に
伴
う
大
き
な
経
済
収
縮
に

よ
っ
て
減
少
幅
が
拡
大
し
た
が
、
二
〇
〇
九

年
以
降
の
景
気
回
復
を
受
け
、
二
〇
一
〇
年

に
は
増
加
に
転
じ
た
。
し
か
し
、
二
〇
一
一

年
一
～
三
月
期
に
所
定
内
労
働
時
間
は
再
び

減
少
に
転
じ
、
そ
の
後
も
減
少
が
続
い
て
い

る
。

　

所
定
外
労
働
時
間
も
総
実
労
働
時
間
と
同

様
二
〇
一
〇
年
か
ら
増
加
に
転
じ
た
が
、
そ

の
後
、
増
加
幅
は
縮
小
し
、
二
〇
一
一
年
四

～
六
月
期
に
東
日
本
大
震
災
の
影
響
も
あ
り

減
少
に
転
じ
た
。

　

一
般
・
パ
ー
ト
の
別
に
総
実
労
働
時
間
を

み
る
と
、
一
般
労
働
者
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労

働
者
と
も
に
二
〇
一
〇
年
一
～
三
月
期
か
ら

前
年
同
期
比
で
増
加
が
続
い
て
い
た
が
、
二

〇
一
一
年
一
～
三
月
期
に
一
般
労
働
者
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
と
も
に
減
少
に
転
じ

た
。

（
生
産
変
動
に
伴
う
所
定
外
労
働
時
間
の
動
向
）

　

第
21
図
に
よ
り
、
製
造
業
の
所
定
外
労
働

時
間
の
動
向
を
み
る
と
、
二
〇
〇
八
年
一
〇

月
以
降
、
鉱
工
業
生
産
指
数
の
低
下
と
と
も

に
二
〇
〇
九
年
三
月
ま
で
急
激
に
低
下
し
、

一
九
九
〇
年
代
の
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
最
低
水

準
を
も
下
回
る
水
準
ま
で
低
下
し
た
。
そ
の

後
、
生
産
の
回
復
に
伴
っ
て
二
〇
〇
九
年
四

月
以
降
は
上
昇
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
東
日
本

大
震
災
の
影
響
を
受
け
、
二
〇
一
一
年
三
月
、

四
月
に
は
低
下
し
た
。
そ
の
後
、
持
ち
直
し

の
動
き
は
あ
る
が
、
生
産
と
同
様
、
震
災
前

の
二
〇
一
一
年
二
月
の
水
準
に
は
戻
っ
て
い

な
い
。

３
．
物
価
、
勤
労
者
家
計
の
動
向

（
１
）
物
価
の
動
向

（
上
昇
が
鈍
化
し
た
国
内
企
業
物
価
）

　

二
〇
一
一
年
の
国
際
商
品
市
況
は
、
新
興

国
の
経
済
成
長
に
伴
う
需
要
の
増
加
や
中

東
・
北
ア
フ
リ
カ
情
勢
の
不
安
定
化
な
ど
を

背
景
と
し
た
原
油
価
格
の
上
昇
な
ど
に
よ
り

上
昇
し
た
後
、
世
界
経
済
の
減
速
懸
念
な
ど

を
背
景
に
横
ば
い
圏
内
の
動
き
と
な
っ
て
い

る
。
こ
う
し
た
国
際
商
品
市
況
に
連
動
し
た

輸
入
物
価
の
動
向
を
反
映
し
て
、
二
〇
一
一

年
の
国
内
企
業
物
価
指
数
は
、
二
〇
一
〇
年

に
引
き
続
き
上
昇
し
た
後
、
上
昇
が
鈍
化
し
、

横
ば
い
と
な
っ
て
い
る
。

　

工
業
製
品
の
品
目
分
類
別
に
み
る
と
、
石

油
・
石
炭
製
品
、
鉄
鋼
な
ど
で
物
価
の
上
昇

が
、
電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス
、
情
報
通
信
機

器
な
ど
で
物
価
の
低
下
が
み
ら
れ
た
。

　

ま
た
、
第
22
図
に
よ
り
、
企
業
物
価
指
数

（
国
内
需
要
財
）
の
上
昇
率
に
つ
い
て
、
需

要
段
階
別
の
寄
与
度
を
み
る
と
、
二
〇
一
〇

年
は
全
体
と
し
て
前
年
同
期
比
で
上
昇
に
転

じ
た
中
で
、
素
原
材
料
及
び
中
間
財
は
プ
ラ

ス
、
最
終
財
は
マ
イ
ナ
ス
の
寄
与
と
な
っ
た
。

二
〇
一
一
年
に
入
り
、
四
～
六
月
期
か
ら
は

最
終
財
も
プ
ラ
ス
に
転
じ
た
が
、
最
終
財
の

寄
与
は
、
素
原
材
料
及
び
中
間
財
に
比
べ
小

さ
く
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
原
油
価
格
の

上
昇
な
ど
輸
入
物
価
の
影
響
が
あ
ら
わ
れ
や

す
い
素
原
材
料
及
び
中
間
財
に
対
し
、
携
帯

電
話
機
な
ど
の
耐
久
消
費
財
を
含
む
最
終
財

に
つ
い
て
は
、
企
業
間
の
価
格
競
争
が
激
し

い
た
め
素
原
材
料
な
ど
の
物
価
が
上
昇
し
て

も
、
価
格
に
転
嫁
さ
れ
に
く
い
た
め
と
考
え

ら
れ
る
。
な
お
、
耐
久
消
費
財
の
物
価
に
つ

い
て
は
、
二
〇
一
一
年
四
～
六
月
期
で
前
年

同
期
比
三
・
一
％
減
、
七
～
九
月
期
で
同
三
・

二
％
減
と
な
っ
て
い
る
。

　

企
業
向
け
サ
ー
ビ
ス
価
格
は
、
企
業
の
経

費
節
減
の
動
き
な
ど
を
受
け
、
二
〇
一
〇
年

は
前
年
比
一
・
三
％
下
落
と
二
年
連
続
で
下

落
し
、
二
〇
一
一
年
に
入
っ
て
か
ら
も
一
～

三
月
期
で
前
年
同
期
比
一
・
一
％
の
下
落
、

四
～
六
月
期
で
同
〇
・
八
％
下
落
と
下
落
が

第21図　生産・残業時間の推移（季節調整値）

第22図　企業物価指数（国内需要財）上昇率の需要段階別寄与度

鉱工業生産指数

調査産業計・

所定外労働時間指数

（5人以上）

製造業・

所定外労働時間指数

（5人以上）
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○ 東日本大震災による生産の落ち込みの影響により、製造業の所定外労働時間も

落ち込み、依然として震災前の水準に戻っていない。
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国内需要財

（％）

（1～9）

最終財

◯　企業物価は、２０１１年も上昇しているが、最終財の寄与は、素原材料

　や中間財に比べ小さい。

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」、経済産業省「鉱工業指数」
　　（注）　�シャドー部分は景気後退期（ただし、2007 年 10 月を景気の山とし、2009 年３月を景気の

谷とする景気後退期は暫定）。

資料出所　日本銀行「企業物価指数」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）�企業物価指数（国内需要財）は、企業物価指数を需要段階別・用途別に分類し、組み

替えることにより作成したもの。
　　　　　　 �具体的には、国内企業物価指数と輸入物価指数（円ベース）の採用品目を国内需要財

としている。
　　　　　２）国内需要財は、以下の３項目に分類することが出来る。
　　　　　　・�「素原材料」とは、第一次産業で生産された未加工の原材料、燃料で生産活動のため

使用、消費されるもの（例…原油など）
　　　　　　・�「中間財」とは、加工過程を経た製品で、生産活動のためさらに使用、消費される原

材料、燃料、動力及び生産活動の過程で使用される消耗品（例…ナフサなど）
　　　　　　・�「最終財」とは、生産活動において原材料、燃料、動力として、さらに使用、消費さ

れることのない最終製品（例…プラスチック製日用品など）
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続
い
て
い
る
が
、
七
～
九
月
期
に
は
、
高
速

道
路
の
無
料
化
社
会
実
験
の
一
時
凍
結
（
二

〇
一
一
年
六
月
以
降
）な
ど
で
運
輸
が
同
〇
・

四
％
の
上
昇
、
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ

り
下
落
が
続
い
て
い
た
広
告
も
同
〇
・
八
％

の
上
昇
に
そ
れ
ぞ
れ
転
じ
た
こ
と
な
ど
に
よ

り
、
総
平
均
で
も
同
〇
・
二
％
の
下
落
と
な

る
な
ど
、
下
落
幅
は
縮
小
傾
向
に
あ
る
。
な

お
、
リ
ー
ス
・
レ
ン
タ
ル
や
不
動
産
は
下
落

が
続
い
て
い
る
。

（
下
落
基
調
が
続
く
消
費
者
物
価
）

　

二
〇
一
一
年
に
入
っ
て
か
ら
も
下
落
し
て

い
た
消
費
者
物
価
指
数
（
総
合
）
は
、
二
〇

一
一
年
七
～
九
月
期
に
は
前
年
同
期
比
〇
・

一
％
の
上
昇
に
転
じ
た
。

　

第
23
図
に
よ
り
、
消
費
者
物
価
指
数
の
上

昇
率
に
つ
い
て
、
財
・
サ
ー
ビ
ス
分
類
別
の

寄
与
度
を
み
る
と
、
原
油
価
格
が
高
水
準
で

推
移
し
て
い
る
こ
と
な
ど
を
背
景
に
、
二
〇

一
〇
年
一
～
三
月
期
以
降
、
ガ
ソ
リ
ン
な
ど

石
油
関
連
品
の
プ
ラ
ス
の
寄
与
が
続
い
て
い

る
。
ま
た
、
公
共
料
金
が
二
〇
一
一
年
四
～

六
月
期
か
ら
プ
ラ
ス
の
寄
与
に
転
じ
て
い
る

背
景
に
も
、
高
水
準
で
推
移
し
て
い
る
原
油

や
液
化
天
然
ガ
ス
（
Ｌ
Ｎ
Ｇ
）
価
格
が
あ
る

が
、
そ
の
ほ
か
、
二
〇
一
〇
年
四
月
に
無
償

化
さ
れ
た
高
校
授
業
料
の
マ
イ
ナ
ス
寄
与
の

影
響
が
一
年
経
過
し
た
こ
と
に
よ
り
な
く

な
っ
た
こ
と
も
あ
る
。
一
般
商
品
は
、
薄
型

テ
レ
ビ
な
ど
教
養
娯
楽
用
耐
久
財
や
電
気
冷

蔵
庫
な
ど
家
庭
用
耐
久
財
の
価
格
が
下
落
し

て
お
り
、
引
き
続
き
消
費
者
物
価
を
押
し
下

げ
る
要
因
と
な
っ
て
い
る
。

　

消
費
者
物
価
を
生
鮮
食
品
、
石
油
製
品
及

び
そ
の
他
特
殊
要
因
を
除
く
総
合
で
み
る
と
、

下
落
基
調
が
続
い
て
い
る
な
ど
、
物
価
の
動

向
を
総
合
す
る
と
、
持
続
的
な
物
価
下
落
と

い
う
意
味
に
お
い
て
、
引
き
続
き
緩
や
か
な

デ
フ
レ
状
況
に
あ
る
。

（
２
）
勤
労
者
家
計
の
動
向

（
実
収
入
の
減
少
の
影
響
な
ど
を
受
け
て
減

少
し
た
消
費
支
出
）

　

第
24
表
に
よ
り
、
勤
労
者
世
帯
の
消
費
支

出
を
み
る
と
、
二
〇
一
一
年
一
～
九
月
の
平

均
は
、
名
目
で
は
前
年
同
期
比
三
・
一
％
減
、

実
質
で
は
同
三
・
二
％
減
と
な
っ
た
。
な
お
、

二
〇
一
〇
年
を
一
〇
〇
と
し
た
指
数
（
季
節

調
整
値
）
で
四
半
期
ご
と
の
動
き
を
み
る
と
、

名
目
、
実
質
と
も
に
、
二
〇
一
一
年
一
～
三

月
期
に
大
き
く
落
ち
込
ん
で
以
降
、
徐
々
に

上
昇
し
て
い
る
。

　

実
質
消
費
支
出
の
変
化

率
に
対
し
て
実
収
入
、
非

消
費
支
出
、
平
均
消
費
性

向
、
消
費
者
物
価
が
そ
れ

ぞ
れ
ど
の
程
度
寄
与
し
た

か
を
見
る
と
、
二
〇
一
一

年
一
～
九
月
の
実
質
消
費

支
出
が
前
年
同
期
比
で
減

少
し
た
中
で
、
減
少
に
転

じ
た
実
収
入
と
平
均
消
費

性
向
の
マ
イ
ナ
ス
の
寄
与

が
大
き
く
な
っ
て
い
る
。

平
均
消
費
性
向
に
つ
い
て

は
二
〇
一
〇
年
に
引
き
続

い
て
の
マ
イ
ナ
ス
寄
与
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
消

費
者
物
価
指
数
の
プ
ラ
ス

の
寄
与
は
小
さ
く
な
っ
て

い
る
。

（
東
日
本
大
震
災
の
影
響

を
受
け
た
消
費
内
容
）

　

第
25
表
に
よ
り
、
四
半

期
ご
と
に
消
費
支
出
の
動

（単位　％）

年・期 消費支出 実収入 平均消費性向 消費者物価
指数可処分所得 非消費支出

名目 実質 名目 実質 名目 名目
前年比［実質消費支出への寄与］
        2009 年  -1.8   -0.3 -3.0 [-3.6] -0.6 -3.4 -1.3 [ 0.3] 74.6 [ 1.2] -1.4 [1.4]
        2010  -0.2   0.6  0.5 [ 0.6] -1.5  0.5  0.5 [-0.1] 74.0 [-0.6] -0.7 [0.7]
        2011(1 ～ 9 月 )  -3.1  -3.2 -2.3 [-2.8]  1.1 -2.2 -2.7 [ 0.6] 77.5 [-0.9] -0.2 [0.2]
前年同期比
        2010 Ⅰ  -0.3   1.1  -0.9  -1.2  -0.9 -1.3  0.6  1.2 
             Ⅱ  -3.0  -1.9   1.2  -0.8   1.0  2.1 -2.9  0.9 
             Ⅲ   1.2   2.0  -0.3  -0.5  -0.3  0.0  1.2  0.8 
             Ⅳ   1.1   0.9   1.5  -2.9   1.7  0.4 -0.4 -0.1 
        2011 Ⅰ  -4.6  -4.0  -2.2   0.5  -1.7 -4.5 -2.5  0.5 
             Ⅱ  -2.2  -1.7  -4.6   2.3  -4.4 -5.4  1.6  0.4 
             Ⅲ  -3.2  -3.4   0.0   0.5  -0.4  2.2 -2.2 -0.1 
指数（季節調整値）
        2010 Ⅰ 100.2  99.6 100.2  99.5 100.1 74.1 
             Ⅱ  98.7  98.5 101.0 100.8 101.0 72.4 
             Ⅲ 100.7 101.3  99.2  99.9  99.1 75.2 
             Ⅳ 100.4 100.6  99.5  99.7  99.8 74.5 
        2011 Ⅰ  95.6  95.5  98.0  98.0  98.4 71.9 
             Ⅱ  96.5  96.8  96.4  96.7  96.5 74.1 
             Ⅲ  97.4  97.8  99.3  99.8  98.8 73.0 
資料出所　総務省統計局「家計調査」「消費者物価指数」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
（注）１）指数（季節調整値）の欄は、2010 年を 100 とした指数である。
　　　２）平均消費性向の前年比、指数（季節調整値）の欄には水準、前年同期比の欄には前年同期とのポイント差を示している。
　　　３）消費者物価指数は「持ち家の帰属家賃を除く総合指数」である。
　　　４） �［　］内は消費支出の実質増減率への寄与度であり、その合計は実質消費支出の増減率に等しくなる（ただし、計算上の誤差や四捨

五入の関係から必ずしも一致はしない）。
　　　　　具体的には、以下の算式で算定した。
　　　　　Ｃ／Ｐ＝Ｙｄ　・　Ｃ／Ｙｄ　・（１／Ｐ）及びＹｄ＝Ｉ－Ｎ＝Ｉ（１－Ｈ）より、

　　　　　
　　　　　

　　　　　Ｃ： 消費支出
　　　　Ｙｄ： 名目可処分所得
　　　　　Ｐ： 消費者物価
　　　　　  I ： 実収入
　　　　　Ｎ： 非消費支出
　　　　　Ｈ： 非消費支出比率（非消費支出／実収入）
　　　　 　ただし、変数の上の・はそれぞれの前年比増減率を表す。

第24表　家計主要項目（二人以上の勤労者世帯）と実質消費の増減要因
2011年1～9月期の実質消費支出の減少は、減少に転じた実収入と、平均消費性向のいずれもが大きな要因となっている。

第23図　消費者物価上昇率の財・サービス分類別寄与度
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○　消費者物価指数は、2011年7～9月期に11四半期ぶりに上昇したが、その要因は、原油や
　液化天然ガスの価格が、高水準で維持していることを背景とした、石油関連品や公共料金の
　上昇による。

資料出所　総務省統計局「消費者物価指数」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　�消費者物価指数（財・サービス分類）を以下のとおり一部組み替えており、各項目の合計と総合は必ずしも

一致しないことがある。
　　　　　　公共料金：公共サービス、電気・都市ガス・水道
　　　　　　生鮮商品：生鮮野菜、生鮮果物、生鮮魚介、肉類等　　
　　　　　　サービス ：公共サービスを除くサービス
　　　　　　一般商品：石油関連品を除く工業製品、米類、出版物等
　　　　　　石油関連品：灯油、プロパンガス、ガソリン
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向
を
み
る
と
、
二
〇
一
一
年
一
～
三
月
期
は
、

前
年
同
期
比
四
・
〇
％
減
と
大
き
く
落
ち
込

ん
だ
。
そ
の
主
な
要
因
と
し
て
は
、
東
日
本

大
震
災
に
よ
る
消
費
マ
イ
ン
ド
の
低
下
な
ど

に
よ
り
被
服
及
び
履
物
や

旅
行
な
ど
教
養
娯
楽
で
大

幅
な
減
少
が
み
ら
れ
た
こ

と
、
ま
た
、
二
〇
一
〇
年

九
月
の
エ
コ
カ
ー
補
助
金

終
了
に
伴
う
自
動
車
需
要

の
減
少
に
加
え
、
東
日
本

大
震
災
に
よ
る
消
費
マ
イ

ン
ド
の
低
下
や
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
寸
断
に
よ
る
新
車
の
供
給
不
足
の

影
響
を
受
け
、
自
動
車
購
入
な
ど
交
通
・
通

信
も
大
幅
に
減
少
し
た
こ
と
、
住
宅
エ
コ
ポ

イ
ン
ト
制
度
な
ど
の
影
響
で
二
〇
一
〇
年
一

～
三
月
期
以
降
増
加
が
続
い
て
い
た
住
居
が
、

東
日
本
大
震
災
後
の
資
材
不
足
、
消
費
マ
イ

ン
ド
の
低
下
な
ど
に
よ
り
減
少
し
た
こ
と
な

ど
が
あ
る
。

　

四
～
六
月
期
は
、
引
き
続
き
交
通
・
通
信

や
住
居
が
減
少
し
た
。
ま
た
、
家
庭
で
の
節

電
な
ど
に
よ
り
、
光
熱
・
水
道
の
減
少
が
み

ら
れ
た
一
方
、
省
エ
ネ
の
た
め
の
電
気
冷
蔵

庫
や
電
気
洗
濯
機
な
ど
家
庭
用
耐
久
財
を
中

心
と
し
た
家
具
・
家
事
用
品
は
大
幅
に
増
加

し
た
。
教
養
娯
楽
に
つ
い
て
は
、
旅
行
な
ど

の
減
少
は
続
い
た
一
方
、
七
月
の
地
上
ア
ナ

ロ
グ
放
送
終
了
前
の
駆
け
込
み
需
要
に
よ
り

テ
レ
ビ
な
ど
教
養
娯
楽
耐
久
財
が
増
加
し
、

全
体
と
し
て
微
増
し
た
。

　

七
～
九
月
期
は
、
政
府
に
よ
る
節
電
対
策

の
本
格
化
や
二
〇
一
〇
年
夏
の
記
録
的
な
猛

暑
の
反
動
に
よ
り
、
さ
ら
に
光
熱
・
水
道
が

減
少
し
た
。
ま
た
、
二

〇
一
〇
年
九
月
の
エ
コ

カ
ー
補
助
金
終
了
前
の

駆
け
込
み
需
要
の
反
動

に
よ
り
、
交
通
・
通
信

は
大
幅
に
減
少
し
た
。

一
方
、
住
宅
エ
コ
ポ
イ

ン
ト
が
発
行
さ
れ
る
工

事
の
対
象
期
間
の
終
了

（
七
月
末
）
な
ど
を
前

に
し
た
駆
け
込
み
需
要

に
よ
り
住
居
が
大
幅
に

増
加
し
た
。

（
緩
や
か
に
持
ち
直
し

て
い
る
消
費
者
心
理
）

　

第
26
図
に
よ
り
、
消

費
者
心
理
の
代
表
的
な

指
標
で
あ
る
消
費
者
態

度
指
数
（
一
般
世
帯
・

季
節
調
整
値
）
を
み
る

と
、
東
日
本
大
震
災
の

発
生
に
よ
り
、
二
〇
一

一
年
三
月
は
前
月
差

二
・
六
ポ
イ
ン
ト
減
の

三
八
・
六
、
四
月
は
同

五
・
五
ポ
イ
ン
ト
減
の

第25表　費目別消費支出の推移（二人以上の勤労者世帯）

（2010 年＝ 100） （単位　％）

年・期
消費支出 食料 住居 光熱・水道 家具・家事用品 被服及び履物 保健医療 交通・通信 教育 教養娯楽

指数 実質前年
同期比 指数 実質前年

同期比 指数 実質前年
同期比 指数 実質前年

同期比 指数 実質前年
同期比 指数 実質前年

同期比 指数 実質前年
同期比 指数 実質前年

同期比 指数 実質前年
同期比 指数 実質前年

同期比

2006 　　　　　　　 100.0 -3.1 102.4 -2.7  98.3 -7.1 103.4 -0.5  85.6 -1.4 105.0 -4.4 100.1 -4.2  93.6  -2.9  94.3  0.1  86.6 -2.8 
　07 　　　　　　 100.7  0.9 103.3  1.1  97.9 -0.4 100.2 -2.8  86.6  1.2 107.5  2.3 101.8  1.7  94.4   1.0  94.6  1.3  92.4  7.0 
　08 　　　　　　  99.3 -1.1 101.4 -1.6  92.3 -5.6  99.4 -0.8  91.7  6.2 102.4 -4.4 100.8 -0.6  96.3   2.3  91.8 -2.3  93.2  1.2 
　09 　　　　　　  99.4 -0.3 100.3 -1.5  94.6  2.4  98.0 -1.1  91.1 -1.1 100.0 -2.5 104.9  3.9  99.2   2.6  95.8  2.8  95.5  2.2 
　10 　　　　　　 100.0  0.6 100.0 -0.5 100.0  6.0 100.0  1.3 100.0  9.9 100.0 -0.3 100.0 -4.8 100.0   0.9 100.0  3.2 100.0  4.6 
　11（1～9）  96.4 -3.0  96.9 -1.5 101.8  3.0 100.5 -2.7 101.3  6.5  92.3 -5.9  93.3 -4.5  93.5  -7.8 103.5  3.8  95.1 -2.1 

2009　Ⅰ 100.9 -2.0  97.2 -3.8  92.1  6.2 122.2 -6.7  78.3 -8.0 109.3 -2.4 106.9  3.0  98.8   3.1  96.3  0.4  93.8  4.5 
　　 Ⅱ  99.7  0.5 100.1 -0.3  96.8  8.9  96.2  1.2  87.4  2.7 101.5  2.8  99.9  5.2  96.3  -1.3 116.3  5.5  91.8 -0.2 
　　 Ⅲ  96.4  0.1  99.3 -0.7  94.7 -1.6  83.0  0.9 101.7  2.4  84.2 -10.7 102.6  4.0 100.8   3.4  79.8  2.6  99.5  3.2 
　　 Ⅳ 100.4  0.3 104.7 -1.1  94.8 -3.0  90.6 -0.5  96.8 -1.6 104.9 -1.1 110.4  3.7 101.1   5.4  90.7  2.7  96.8  1.3 
　　10　Ⅰ 101.7  1.1  97.2  0.0  95.2  4.3 122.4 -0.3  87.2 12.7 108.2 -0.4  99.5 -7.2 103.0   4.9 104.4  1.9  96.8  4.3 
　　 Ⅱ  97.7 -1.9  97.8 -2.4 105.1  9.1  98.3  1.5  89.4  2.8  95.4 -6.2  93.9 -6.1  93.3  -3.0 116.6 -0.3  94.2  3.6 
　　 Ⅲ  98.7  2.0 100.3  0.6  95.8  1.0  87.4  5.3 110.8  8.4  90.8  7.1  99.8 -2.8 107.9   7.1  81.7  4.3 100.1 -0.3 
　　 Ⅳ 101.8  0.9 104.7 -0.3 103.9  9.8  92.0  1.6 112.6 15.1 105.6 -0.2 106.8 -3.3  95.8  -5.5  97.3  8.7 108.9 10.6 
　　11　Ⅰ  97.7 -4.0  96.0 -1.3  93.5 -2.4 125.4  2.5  90.2  3.7  98.0 -9.6  95.7 -3.9  97.8  -5.3 101.8 -1.7  90.8 -6.4 
　　 Ⅱ  96.1 -1.7  96.2 -1.6  99.2 -5.8  95.1 -3.3 104.3 17.0  94.5 -0.9  91.6 -2.5  90.2  -3.6 116.0 -0.2  94.7  0.2 
　　 Ⅲ  95.4 -3.4  98.6 -1.7 112.7 17.1  81.1 -7.2 109.4 -1.3  84.3 -7.2  92.6 -7.2  92.4 -14.5  92.7 13.3  99.9  0.0 

資料出所　総務省統計局「家計調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

第26図　消費者態度指数の推移（一般世帯、季節調整値）
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○　消費者態度指数については、2011年3月から4月にかけて、過
　去最大の落ち込み幅となった後、持ち直し。
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資料出所　内閣府「消費動向調査」
　（注）　　１）消費者態度指数の作成方法は以下のとおり。
　　　　　　　①「暮らし向き」、「収入の増え方」、「雇用環境」、「耐久消費財の買い時判断」の４項目について消費者の意識を調査する。
　　　　　　　　その際、各調査項目が今後半年間に今よりもどのように変化すると考えているか、５段階評価で回答を求める。
　　　　　　　②各調査項目ごとに５段階評価にそれぞれ点数を与え、各調査項目ごとの消費者意識指標を算出する。
　　　　　　　　�具体的には、消費にプラスの回答区分「良くなる」に（＋１）、「やや良くなる」に（＋ 0.75)、中立の回答区分「変

わらない」に（＋ 0.5)、マイナスの回答区分「やや悪くなる」に（＋ 0.25）、「悪くなる」に（０）の点数を与え、
これを各回答区分のそれぞれの構成比（％）に乗じ、合計したものである。

　　　　　　　③これら４項目の消費者意識指標（原数値）を単純平均して消費者態度指数（原数値）を算出する。
　　　　　２）２００４年３月以前は調査方法が異なるため、２００４年以降とは別個に季節調整を行っており、厳密には接続しない。

◯　2011年に入り、消費支出は減少に転じたが、費目別には交通・通信、被服及び履物の減少幅が大きくなっている。
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三
三
・
一
と
過
去
最
大
の
幅
で
落
ち
込
ん
だ
。

消
費
者
態
度
指
数
を
構
成
す
る
意
識
指
標
を

み
て
も
全
て
の
項
目
で
落
ち
込
ん
で
お
り
、

三
月
は
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
制
度
な
ど
の
政
策
効

果
で
二
〇
一
〇
年
は
高
い
水
準
で
推
移
し
て

い
た
「
耐
久
消
費
財
の
買
い
時
判
断
」
を
中

心
に
、
四
月
は
「
雇
用
環
境
」
を
中
心
に
悪

化
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
五
月
に
は
全
て
の
項
目

で
改
善
さ
れ
、
消
費
者
態
度
指
数
は
上
昇
に

転
じ
た
。
そ
の
後
も
テ
ン
ポ
は
緩
や
か
な
が

ら
持
ち
直
し
て
い
る
が
、
東
日
本
大
震
災
前

の
二
月
の
水
準
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
ま
た
、

雇
用
・
所
得
環
境
な
ど
の
動
き
に
留
意
が
必

要
で
あ
る
。

４
．
東
日
本
大
震
災
の
影
響

（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
域
の
状
況
）

　

東
日
本
大
震
災
は
、
と
り
わ
け
津
波
に
よ

る
被
害
や
原
子
力
災
害
の
影
響
の
大
き
か
っ

た
岩
手
県
、
宮
城
県
及
び
福
島
県
を
は
じ
め
、

我
が
国
の
経
済
・
雇
用
に
甚
大
な
被
害
を
も

た
ら
し
た
。

　

第
27
表
に
よ
り
、
被
災
地
域
の
概
況
を
み

る
と
、
被
災
三
県
（
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福

島
県
）
の
人
口
は
全
国
の
四
・
五
％
、
就
業

者
数
は
四
・
四
％
、
事
業
所
数
は
四
・
六
％

と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
津
波
に
よ
り
浸
水

し
た
範
囲
の
人
口
は
全
国
の
〇
・
四
％
（
五

一
・
一
万
人
）、
事
業
所
数
は
〇
・
七
％
（
四
・

一
万
事
業
所
）
と

な
っ
て
い
る
。

　

第
28
図
を
み
る
と
、

被
災
三
県
の
浸
水
範

囲
を
含
む
市
町
村
に

お
け
る
就
業
者
数
は
、

岩
手
県
が
一
二
・
一

万
人
（
県
全
体
の
一

九
・
二
％
）、
宮
城

県
が
五
四
・
一
万
人

（
同
五
一
・
四
％
）、

福
島
県
が
二
三
・
七

万
人
（
同
二
五
・

八
％
）で
合
計
八
九
・

九
万
人
（
被
災
三
県

全
体
の
三
四
・
六
％
）

と
な
っ
て
い
る
。
産

業
別
に
み
る
と
、
岩

手
県
に
お
い
て
は
農

林
漁
業
が
、
宮
城
県

に
お
い
て
は
卸
売
業
，

小
売
業
や
運
輸
業
，

郵
便
業
な
ど
の
第
三

次
産
業
が
、
福
島
県

に
お
い
て
は
製
造
業

の
就
業
者
が
相
対
的

に
多
い
産
業
構
造
に

第28図　被災３県の浸水範囲を含む市町村の産業別就業者割合

○　被災３県の浸水範囲のある市町村における就業者数は、岩手県が12.1万人（県全体の19.2％）、
　宮城県が54.1万人（同51.4％）、福島県が23.7万人（同25.8％）で合計89.9万人（被災３県全体の
　34.6％）。
○　岩手県においては農林漁業が、宮城県においては卸売業，小売業や運輸業，郵便業などの第３
　次産業が、福島県においては製造業の就業者が相対的に多い産業構造となっている。

農林漁業 建設業 製造業 卸売業，小売業
宿泊業，飲食
サービス業 医療，福祉

運輸業，
郵便業

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

（単位：人）

8099 6874 12720 21019 5494 18000 5699 14091 5636岩手県

農業，林業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

れないもの）

就業者は、
県全体（62.8
万人）の

14087

8379

48671 65232 40570 108629 32063 50971 36099宮城県

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

万人）の
19.2％（12.1
万人）

就業者は、県
全体（105.3万
人）の51 4％

9913

1697
27016 45503 11321 34902 12713 25687 14752福島県

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業
就業者は、
県全体（92.0

人）の51.4％
（54.1万人）

全国

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

3.9%

0.3%

3.9% 16.3% 5.5% 17.0% 6.0% 10.6% 5.9%

県全体（
万人）の
25.8％（23.7
万人）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業

資料出所　総務省「平成 22 年国勢調査　小地域概数集計」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　全国は、同調査の抽出速報集計結果による。

第27表　被災地域の基礎データ

全国

被災３県計 被災６県の
浸水範囲を含む
市町村

島福城宮手岩
資料出所

時点
浸水範囲を含む

市町村
浸水範囲を含む

市町村
浸水範囲を含む

市町村
浸水範囲を含む

市町村

浸水範囲 浸水範囲 浸水範囲 浸水範囲 浸水範囲

人口（万人） 12,805.7 570.7 200.8 51.1 367.5 60.2 133.0 27.4 10.8 234.8 120.6 33.2 202.9 52.8 7.1 総務省
「国勢調査」
2010年

全国に占める割合 100.0% 4.5% 1.6% 0.4% 2.9% 0.5% 1.0% 0.2% 0.1% 1.8% 0.9% 0.3% 1.6% 0.4% 0.1%

世帯数（万世帯） 5,195.1 210.7 76.1 17.9 139.7 21.1 48.4 10.2 4.0 90.2 46.7 11.7 72.1 19.2 2.3 

就業者数（万人） 6,257 276.3 － － － － 65.3 － － 113.2 － － 97.8 － －
総務省「労働
力調査」
2010年

全国に占める割合 100.0% 4.4% － － － － 1.0% － － 1.8% － － 1.6% － －

完全失業者数（万人） 334 15.8 － － － － 3.5 － － 7.0 － － 5.3 － －（ ）

完全失業率（％） 5.1 5.4 － － － － 5.1 － － 5.8 － － 5.1 － －

事業所数（万所） 604.3 28.0 9.5 4.1 17.3 5.3 6.7 1.5 1.0 11.0 5.4 2.5 10.2 2.5 0.6 

総務省「経済
センサス」
2009年

全国に占める割合 100.0% 4.6% 1.6% 0.7% 2.9% 0.9% 1.1% 0.3% 0.2% 1.8% 0.9% 0.4% 1.7% 0.4% 0.1%

当該県に占める割合 － 100.0% 34.0% 14.7% － － 100.0% 22.9% 14.9% 100.0% 49.2% 22.8% 100.0% 24.9% 5.9%

従業者数（万人） 6 286 1 267 0 87 3 35 6 167 7 48 9 60 6 11 0 7 0 112 1 52 2 22 3 94 3 24 1 6 2（ ） 6,286.1 267.0 87.3 35.6 167.7 48.9 60.6 11.0 7.0 112.1 52.2 22.3 94.3 24.1 6.2

当該県に占める割合 － 100.0% 32.7% 13.3% － － 100.0% 18.1% 11.6% 100.0% 46.6% 19.9% 100.0% 25.5% 6.6%

死者数（人） 16,079 16,012 15,964 － 15,998 － 4,665 4,665 － 9,462 9,452 － 1,885 1,847 － 消防庁災害対
策本部（2011
年11月11日17
時現在）行方不明者数（人） 3,499 3,495 3,474 － 3,478 － 1,427 1,416 － 1,995 1,987 － 73 71 －

転入超過数（人）
平成23年3～8月期

0 -38,031 － － － － -3,761 － － -8,918 － － -25,352 － － 総務省「東日
本大震災の人
口移動への影
響」（住民基本
台帳人口移動

（前年同期差） 0 -27,660 － － － － 104 － － -7,714 － － -20,050 － －

平成23年3～5月期 0 -31,752 － － － － -4,040 － － -10,188 － － -17,524 － －

（前年同期差） 0 22 374 294 9 225 12 855 報告（平成23
年３～８月期）
の結果から）

（ ） 0 -22,374 － － － － -294 － － -9,225 － － -12,855 － －

平成23年6～8月期 0 -6,279 － － － － 279 － － 1,270 － － -7,828 － －

（前年同期差） 0 -5,286 － － － － 398 － － 1,511 － － -7,195 － －

資料出所　�総務省統計局「国勢調査」「労働力調査」「経済センサス」「東日本大震災の人口移動への影響（住民基本台帳人口移動報告（平成 23 年３～８月期）の結果から）」、
消防庁災害対策本部作成資料

　　（注）　１ ）�「浸水範囲」のデータは、総務省の「浸水範囲概況にかかる人口・世帯数（平成 22 年国勢調査人口速報集計による）」及び「浸水範囲概況にかかる事業
所数・従業者数（平成 21 年経済センサス - 基礎調査区別集計による）」による。ただし、「浸水範囲を含む市町村」の人口及び世帯数は、平成 22 年国勢調
査人口等基本集計結果による。

　　　　　２ ）「被災３県」とは岩手県、宮城県、福島県を、「被災６県」とは青森県、茨城県、千葉県を被災３県に加えたものをいう。
　　　　　３ ）「転入超過数」が－の場合は転出超過を表す。
　　（備考）浸水範囲を含む市町村：
　　　青森県（八戸市、三沢市、六ヶ所村、おいらせ町、東通村、階上町）
　　　岩手県（宮古市、大船渡市、久慈市、陸前高田市、釜石市、大槌町、山田町、岩泉町、田野畑村、普代村、野田村、洋野町）
　　　宮城県（�宮城野区、若林区、太白区、石巻市、塩釜市、気仙沼市、名取市、多賀城市、岩沼市、東松島市、亘理町、山元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、女川町、南三陸町）
　　　福島県（いわき市、相馬市、南相馬市、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、新地町）
　　　茨城県（水戸市、日立市、高萩市、北茨城市、ひたちなか市、鹿嶋市、神栖市、鉾田市、大洗町、東海村）
　　　千葉県（銚子市、旭市、匝瑳市、山武市、大網白里町、九十九里町、横芝光町、一宮町、長生村、白子町）
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な
っ
て
い
る
。

　

震
災
後
の
人
口
移
動
の
状
況
を
み
る
と
、

被
災
三
県
の
二
〇
一
一
年
三
～
八
月
期
の
転

出
超
過
数
は
一
九
六
九
年
以
来
四
二
年
ぶ
り

に
三
万
八
〇
〇
〇
人
を
上
回
っ
た
。
県
別
に

み
る
と
、
二
〇
一
一
年
六
～
八
月
期
は
岩
手

県
及
び
宮
城
県
は
転
入
超
過
に
転
じ
た
一
方
、

福
島
県
は
転
出
超
過
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
二
〇
一
一
年
一
一
月
一
七
日
現
在
、

全
国
の
避
難
者
等
の
数
は
約
三
三
万
人
と

な
っ
て
お
り
、
被
災
三
県
で
自
県
外
に
避
難

等
を
し
て
い
る
者
の
数
は
約
六
万
八
〇
〇
〇

人
と
な
っ
て
い
る
。

（
被
災
三
県
の
雇
用
対
策
関
係
指
標
及
び
職

業
紹
介
の
状
況
）

　

東
日
本
大
震
災
へ
の
雇
用
対
策
と
し
て
は
、

被
災
者
等
就
労
支
援
・
雇
用
創
出
推
進
会
議

に
お
い
て
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
「
日
本
は
ひ

と
つ
」
し
ご
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
基
づ
く
取

組
を
進
め
て
い
る
。
第

29
表
に
よ
り
被
災
三
県

に
係
る
各
種
雇
用
対
策

の
実
績
を
み
る
と
、
就

職
件
数
の
増
加
等
、
対

策
の
一
定
の
効
果
が
現

れ
て
い
る
。

　

第
30
図
に
よ
り
東
日
本
大
震
災
で
被
災
し

た
三
県
と
、
全
国
に
つ
い
て
前
年
比
の
新
規

求
人
数
の
推
移
を
見
る
と
、
震
災
の
影
響
に

よ
り
二
〇
一
一
年
三
月
の
新
規
求
人
数
が
大

き
く
落
ち
込
ん
だ
も
の
の
、
そ
の
後
は
復
興

需
要
も
あ
り
新
規
求
人
が
増
加
し
て
い
る
こ

と
が
わ
か
る
。
ま
た
第
31
図
の
新
規
求
職
申

込
件
数
に
つ
い
て
は
、
同
じ
く
三
月
に
大
幅

な
減
少
と
な
っ
た
後
、
四
月
、
五
月
と
増
加

し
、
六
月
以
降
は
概
ね
前
年
並
み
の
水
準
で

推
移
し
て
い
る
。
第
32
図
の
就
職
件
数
に
つ

い
て
も
ほ
ぼ
同
様
に
、
三
月
及
び
四
月
に
大

き
く
落
ち
込
ん
だ
も
の
の
、
五
月
以
降
は
回

復
の
傾
向
に
あ
る
と
言
え
る
。

（
被
災
三
県
に
お
け
る
完
全
失
業
者
数
の
推
計
）

　

第
33
図
は
被
災
三
県
の
、
震
災
後
の
完
全

失
業
率
の
推
移
で
あ
る
。
労
働
力
調
査
は
都

道
府
県
別
の
月
次
結
果
を
表
章
す
る
標
本
設

計
と
な
っ
て
お
ら
ず
、
結
果
精
度
を
確
保
す

る
に
は
標
本
規
模
が
十
分
で
は
な
い
こ
と
、

及
び
被
災
三
県
で
は
東
日
本
大
震
災
の
影
響

に
よ
り
、
依
然
、
沿
岸
部
を
中
心
に
調
査
が

再
開
さ
れ
て
い
な
い
調
査
区
が
一
部
あ
る
こ

と
に
注
意
を
要
す
る
が
、
被
災
三
県
の
完
全

失
業
率
は
、
震
災
の
影
響
を
受
け
て
一
時
的

に
上
昇
し
た
後
低
下
し
て
い
る
こ
と
が
推
察

さ
れ
る
。
ま
た
、
第
34
図
は
被
災
三
県
の
完

全
失
業
者
、
有
効
求
職
者
及
び
雇
用
保
険
受

給
者
の
合
計
の
推
移
で
あ
る
。
被
災
三
県
に

つ
い
て
は
震
災
の
影
響
に
よ
り
、
完
全
失
業

者
、
雇
用
者
等
の
労
働
力
に
関
す
る
指
標
に

は
欠
落
が
生
じ
て
い
る
。
完
全
失
業
者
の
多

く
は
有
効
求
職
者
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
想

定
さ
れ
る
こ

と
か
ら
、
有

効
求
職
者
数

を
説
明
変
数

に
し
た
回
帰

分
析
を
行
い

推
計
し
た
と

こ
ろ
、
第
35

図
の
通
り
、

完
全
失
業
者

数
は
二
〇
一

一
年
一
～
三

月
期
で
一
四

万
人
程
度
、

四
～
六
月
期

で
一
九
万
人

程
度
、
七
～

九
月
期
で
一

八
万
人
程
度

と
な
っ
た
。

推
計
結
果
に

○ 被災３県においては、「日本はひとつ」しごとプロジェクトに基づく雇用対策に取り組んでおり、就
職件数の増加、雇用の維持など対策の一定の効果が現れている。

就業者数
（万人）

完全失業
者数
（万人）

新規求人
数
（人）

新規求職
者数
（人）

雇用保険
受給資格
決定件数
（件）

就職件数
（件）

雇用創出
基金事業
就職件数
（９月29日

雇用調整
助成金休
業等実施
計画届け受

公的職業
訓練受講
者数

（４～９月開（
現在）（件） 理件数（人）

（ ９
講コース）（人）

被災３県計 276.3 15.8 256,812
（190,515）
（34.8％増）

275,736
（254,293）
（8.4％増）

106,888
（56,289）

（89.9％増）

86,772
（83,098）
（4.4％増）

4,582 986,089
（325,286）

（203.1％増）

10,561
（8,366）

（26.2％増）

岩手県 65.3 3.5 62,261
（51,395）

（21.1％増）

73,655
（67,216）
（9.6％増）

22,568
（13,927）

（62.0％増）

27,480
（26,342）
（4.3％増）

4,212 222,006
（78,268）

（106,725）

（140,293）

（183.6％増）

2,858
（2,457）

（16.3％増）

宮城県 113 2 7 0 112 726 113 780 48 875 30 780 5 727 402,232

361,831

4 169113.2 7.0 ,
（77,755）

（45.0％増）

113,780
（102,269）
（11.3％増）

,
（23,793）

（105.1％増）

,
（29,751）
（3.5％増）

5,727

（276.9％増）

（157.9％増）

,
（2,922）

（42.7％増）

福島県 97.8 3.3 81,825
（61 365）

88,301
（84 808）

35,515
（18569）

28,512
（27 005）

6,769 3,534
（2 987）, ）

（33.3％増）
（ , ）
（4.1％増）

（ ）
（91.3％増）

（ , ）
（5.6％増）

（ , ）
（18.3％増）

第29表　被災３県の雇用対策関係指標

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」ほか同省資料、総務省統計局「労働力調査」
　　（注）　１）�就業者数、完全失業者数は 2010 年平均、その他の数値（雇用創出基金事業就職件数、公的職業訓練受講者数を除く。）

は 2011 年３～９月の延べ人数。
　　　　　２）�公的職業訓練受講者数について、震災により使用不能となったポリテクセンター宮城（宮城職業能力開発促進センター）

は 2011 年６月から一部訓練再開。また、2011 年度は、被災地域の離職者等に対する建設関連分野（建築設備、電気設備
等をはじめとした職業訓練の拡充を行っている。）

第30図　被災３県の新規求人数推移（前年比）

第31図　被災３県の新規求職申込件数推移（前年比）

○ 被災３県では、東日本大震災の影響により、３月の新規求人数が大きく落ち込んだ
ものの、その後は復興需要もあり大幅な増加で推移している。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）数値は原数値
　　　　　２）「被災３県」は岩手県、宮城県及び福島県

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　第 30 図に同じ。

○　被災３県における新規求職申込件数は３月に東日本大震災の影響により大きく減少
　した後、４月には前年より５割増となったが、６月以降はほぼ横ばいで推移している。
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第32図　被災３県の就職件数推移（対前年比）

第34図　被災３県の失業関係統計の推移

第36図　被災３県の就職率の推移

第33図　被災３県の完全失業率の推移

第35図　被災３県の完全失業者数の補完推計

第37図　就職率と充足率の関係

○　被災３県における就職件数は東日本大震災の影響により2011年３月、
　 ４月には大きく落ち込んだものの、５月以降は前年より２割前後の増加で
　 推移している。

（％）

40

20

30

0

10

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

被災３県

-20

-10

月

-40

-30 全国

-50

2011年1月

○　完全失業者と有効求職者、雇用保険受給者の間には相関がみられる。有効求職
　者、雇用保険受給者とも東日本大震災後の2011年４～６月期に大幅に増加した。
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○　被災３県の就職率は東日本大震災の影響を受けて４月に大幅に低下した
　ものの持ち直しており、６月以降は３県全てで全国計を上回っている。
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◯　被災３県の完全失業率は、東日本大震災の影響を受けて一時的に上昇した後低下している
　 ことが推察される。
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○　有効求職者等から被災３県における完全失業者数を推計すると、2011年１～３月期
　で14万人程度、４～６月期で19万人程度、７～９月期で18万人程度となっている。

回帰式による推計
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○　公共職業安定所における新規求人数、新規求職申込件数及び就職件数からマッ
　 チングの状況を確認することができる。

（％）

ミスマッチ縮小
供給（求職者数）不足

就
職
率

ミスマッチ拡大

需要（求人数）不足

充足率＝就職率

充足率 （％）

資料出所　�厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事
官室にて作成

　　（注）　第 30 図に同じ。

資料出所　�厚生労働省「職業安定業務統計」「雇用保険事業統計」、総務省統計局「労働力
調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」
　　（注）　１）就職率＝就職件数 / 新規求職申込件数
　　　　　２）パートを含む。　

資料出所　総務省統計局「労働力調査」
　　（注）　�労働力調査は都道府県別の月次結果を表章する標本設計となっておらず、結果精度

を確保するには標本規模が十分ではないこと、及び被災３県では東日本大震災の影
響により、依然、沿岸部を中心に調査が再開されていない調査区が一部あることに
注意を要する。

資料出所　�厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」より厚生労働省労
働政策担当参事官室にて推計

　（注）　　１）�上図は有効求職者等と完全失業者数の推移に相関関係があると仮定し、以下の単回帰式に基づき、
2011 年１～３月期以降に延長推計したもの。推計結果は幅をもって見る必要がある。

N ＝ 1.82W － 30.3D － 67.7
　　（24.6） 　（－9.0）　 （－8.0）R2 ＝ 0.93　（ ）内は t 値。
ただし、
N：完全失業者数（1997 年～ 2010 年の岩手県、宮城県及び福島県各県の四半期データを厚生労働省政

策統括官付労働政策担当参事官室で季節調整したもの）
W：有効求職者数
（1997 年～ 2000 年。岩手県、宮城県及び福島県各県の月次の季節調整値を厚生労働省労働政策担当

参事官室で単純平均したもの）
D：1997 年１～３月期から 2008 年 10 ～ 12 月期を０、2009 年１～３月期から 2010 年 10 月～ 12 月期を１と

するダミー変数（リーマンショックの影響を考慮するため）
２）季節調整の方法はセンサス局法（X-12AIRMA）による。
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第38図　全国のマッチングの状況について

第39図　東北他県のマッチングの状況について

第40図　被災３県のマッチングの状況について

○　全国では、2010年から2011年にかけて需要（求人数）不足が解消されつつある。
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○　被災３県を除く東北他県でも、2010年から2011年にかけて、特に７月以降において
　需要（求人数）不足が解消されつつある。
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○　被災３県においては、６月以降、需要不足が改善され、ミスマッチが解消されつつ
　ある。
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　�「就職率」とは求職者に対する就職件数の割合をいい、「就職件数」を「新規求職申込件数」で除したもの。「充足率」

とは求人数に対する充足された求人の割合をいい、全国計では「就職件数」を「新規求人数」で除して算出し、
都道府県別では「充足数」を「新規求人数」で除して算出。

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　第 38 図に同じ。

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　第 38 図に同じ。
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｢日本はひとつ｣しごとプロジェクト フェーズ３（第３段階）
～日本中が一つとなって、あなたのしごとと暮らしを支えます～ （被災者等就労支援・雇用創出推進会議第３段階）

雇用復興を支える予算措置等による対策 ズ よる当 雇 確保 生活 安定支援も引き続き強力 推進

平成23年10月25日

産業振興と雇用対策の一体的支援
（0.4兆円 雇用創出効果 15万人）

地域経済・産業の再生・復興による雇用創出
（5.7兆円 雇用創出効果 35万人）

復興を支える人材育成・安
定した就職に向けた支援等
（0.1兆円

雇用復興を支える予算措置等による対策 ※フェーズ１、２による当面の雇用の確保・生活の安定支援も引き続き強力に推進

◎ 企業支援
・部品・素材分野と成長分野の生
産拠点等への国内立地補助の
創設

◎ 地域包括ケアの推
進等による地域づくり

・地域包括ケアの再構築等

雇用下支え効果 ７万人）

◎ 被災地雇用復興総合プログラムの
推進

① 事業の再建、高度化、新規立地等の推進

◎ 人材育成の推進等
・被災地復興に資する分野や成長分野
等における公的職業訓練等の拡充
地域中小企業の人材育成支援等創設

・中小企業向け金融支援の継
続・拡充

・中小企業組合等共同施設等災
害復旧事業の対象規模拡大

○ 事業高度化 知とイノベ

・子どもを地域で支える基盤構築
・社会的包摂を用いた「絆」再生

◎ 東日本大震災復興
交付金の創設

② 将来的に被災地の雇用創出の中核となることが
期待される事業が、①などの産業政策と一体となって、
被災者を雇用する場合、雇用面から支援を行う事業
（事業復興型雇用創出事業）を創設

③ 雇用面でのモデル性がある事業を地方自治体
が民間企業等に委託して実施する事業（生涯現

・地域中小企業の人材育成支援等
・専門学校等と地域・産業界の連携によ
る復旧・復興を担う専門人材の育成

・復興支援型地域社会雇用創造事業の
推進

◎ ク等による○ 事業高度化、知とイノベー
ションの拠点整備等

・革新的医療機器創出等のため
の復興特区構想の推進

◎ 農林水産業支援

交付金 創設

◎ 災害復旧・復興等イ
ンフラ整備の推進等

◎ 環境・新エネルギー

が民間企業等に委託して実施する事業（生涯現
役・全員参加・世代継承型雇用創出事業）の創設

○ 雇用創出基金の積増し等による雇用創出

◎ 復興特別区域制度（仮称）の創設

◎ ハローワーク等による
支援の充実強化

・新卒者支援の充実
・障害者に対する就職支援の充実
・被災者雇用開発助成金の拡充◎ 農林水産業支援

・農地・農業用施設、漁港・漁場機
能等の早期復旧・強化

・農林漁業者の経営再開支援の充
実、６次産業化の推進等

・持続可能な森林経営の確立等

◎ 環境・新エネルギー
事業の推進

・木質バイオマス利活用施設の
導入の推進

・再生可能エネルギー研究開発
拠点の整備

◎ 復興特別区域制度（仮称）の創設
に伴う法人税に係る措置

・新規立地新設企業を５年間無税の新規立地促進税
制の創設

・被災者の給与総額の一定割合の法人税額からの控

除等の創設

被災者雇用開発助成金 拡充
・被災地等のハローワークの機能・体制
強化

○ 復興事業における適正な労働条
件の確保・労働災害の防止

○ 観光業支援
・風評被害防止のための情報発信
や観光キャンペーンの強化等

・三陸復興国立公園（仮称）の取
組による新たな観光スタイルの

拠点の整備

○ 情報通信技術の利活用等

○ 原発被害への対応（除染
事業の推進等）

除等の創設

○ 農業経営の多角化戦略等による雇用の創
出・就業支援

◎ 雇用保険の給付の延長
・被災３県（岩手・宮城・福島）の沿岸地
域等で延長（９０日分）

組による新たな観光 タイ
構築

フェーズ３の雇用創出・雇用の下支え効果 ５８万人程度
総額６．１兆円 （雇用創出効果５０万人程度 雇用下支え効果７万人程度）
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